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第８回 自動車関係税制のあり方に関する検討会議事概要 

 

１ 日時 平成２５年１０月４日（金)１３時～１５時 

 

２ 場所 合同庁舎２号館７階 省議室 

 

３ 出席者 神野会長、鎌田委員、熊野委員、小山委員、中村委員、大塚委員、

柏木委員、小西委員、佐藤委員、勢一委員、諸富委員、宗田委員、

鈴木委員 

 

４ 議事次第 

（１） 開会 

（２） 議事 

    ①各論点の方向性について 

    ②自由討議 

（３） 閉会 

 

５ 議事の経過  

○ これまでの議論を踏まえた各論点の検討の方向性についてより深い議論を

行った。  

 

○ かつてはハイブリッドであれば燃費が悪くてもすべて非課税という制度が

あった。それはおかしいと思うので、高級車で燃費の悪い車には重課も検討

すべだが、一方で、何千万円もかかる自動車に多少の重課をしてもインセン

ティブ効果は薄く、税をとりたいだけだという批判も受けかねない。 

 

○ 税収はエコカー減税分も多少は取り戻すぐらい確保してもいいのではない

か。 

 

○ 現時点では、自動車の持つ経済的価値を外形的に把握できる排気量を基準

とすることに一定の合理性はあると考えてよいと思うが、自動車自体の大き

な技術的変化を踏まえると、長期的には別の基準も検討していかなければい

けない。 

 

○ ＣＯ２排出量を課税標準に入れるというのは、ヨーロッパでは既に標準化

資料１ 
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されているが、日本だとまだその方法が確立されていないので、環境性能を

反映させようとする場合、燃費を用いざるを得ないのではないか。 

 

○ ＮＯｘ・ＰＭについては、現行のエコカー減税のように、特例適用の条件

として設定しておくのが、簡素でわかりやすいと思う。 

 

○ 今のエコカー減税が平成２７年３月で期切れとなり、消費税１０％への引

き上げ時期と半年間ズレがある。そのことと、駆け込み需要・反動減等も考

慮してどのタイミングで制度を切り替えるべきか。 

 

○ 自動車税が年度課税で４月１日が賦課期日である以上、平成２７年４月か

平成２８年４月の２箇所しか考えられないのではないか。 

 

○ 現在の自動車取得税が持っている取得時におけるコントロール機能を新し

い制度でも残すことが必要ではないか。 

 

○ 営自格差については今の表現ではわかりづらいので、もう少し踏み込んで

書いてほしい。 

 

○ 燃費基準が重量に拠っているため、燃費がよい小型車よりも燃費の悪い普

通自動車の減税幅が大きいなどの逆転現象が起きているが、一方で省エネ法

にも配慮はしないといけない。 

 

○ 燃料課税の強化というのを現実的に打ち出すのは難しいというのはよくわ

かるが、環境政策の意味からいけば、それを強化するという方向性は少なく

とも強力に打ち出さないといけない。 

 

○ 数日前に安倍内閣が１１月の気候変動の国際会議に向けて、日本でもＣＯ

２の排出量の削減目標をつくるというような報道があったので、そのことも

環境税制を提案するのには追い風になると思う。 

 

○ 営業用自動車というのは、輸送業を主としているものに限られているなど、

営自格差の実態は、その言葉の印象とはかけ離れていることをうまく表現す

れば、営自格差はなくせるのではないか。 

 

○ 環境政策の点からも、担税力の点からも、営自格差はなくしてもよいので
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はないか。 

 

○ 新しい車体課税の仕組みによれば、例えば５年間でどのくらいの軽減効果

があるのかなどのイメージを示していくことが肝要ではないか。 

 

 

（以上） 
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第９回 自動車関係税制のあり方に関する検討会議事概要 

 

１ 日時 平成２５年１０月１７日（木)１３時～１５時 

 

２ 場所 合同庁舎２号館７階 省議室 

 

３ 出席者 神野会長、鎌田委員、熊野委員、小山委員、中村委員、上村委員、

大塚委員、柏木委員、小西委員、佐藤委員、勢一委員、諸富委員、

宗田委員 

 

４ 議事次第 

（１） 自動車関係税制のあり方に関する検討会報告書骨子（案）について 

（２） 自由討議 

（３） 閉会 

 

５ 議事の経過  

○ 第４回検討会において経産省が提出した資料の修正内容及び本検討会とし

ての報告書の骨子（案）について事務局から説明した後、資料をもとに、本

検討会としての報告書案の完成に向けた議論を行った。  

 

（以下、議論の主な内容） 

 

○ これからの政府与党での議論に資するという趣旨から考えれば、３通り×

３通りという形の報告書の形式には大いに賛成である。 

 

○ 案Ｃと案３の組み合わせでは平年の自動車税ではグリーン化機能は担わせ

ないと読み取れるが、平年分をどうするかについては他の案Ａや案Ｂを組み

合わせるという考え方もありうるのであれば、それがわかるように記述して

おくべきではないか。 

 

○ 案Ａ～案Ｃ、案１～案３、案３－１と案３－２の効果の違いについて、明

確に記述をしたほうがよい。 

 

○ 地方税収の確保も提言の前提であり、新しい制度でどれほどの税収が確保

できるのか、試算が難しいのは承知だが、都道府県単位ぐらいは意識した試

資料２ 
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算が必要ではないか。 

 

○ 初年度の重軽課を考えるということは、環境性能との関係でも非常に重要

である。 

 

○ 新しい自動車税のトータルイメージを整理した形で見てみたい。 

 

○ 地方団体側が関心を持っている点について、一定のイメージが持てるよう

な内容が盛り込まれるとなおよいのではないか。 

 

○ 中古車に対してはどのように課税するのか検討が必要ではないか。 

 

○ 中古車に対しても新しい課税をすると、自動車取得税の焼き直しだと思わ

れてしまう心配があり、既に保有されている車に対して環境インセンティブ

をどう働かせるかという議論がないと中古車への課税の説明は難しいのでは

ないか。 

 

○ 営自格差に関する公共交通機関のところの書きぶりがわかりにくいので改

めるべき。 

 

○ ドイツでＣＯ２ベースの課税を入れたとき、既存車には適用しなかったよ

うに、新制度の適用は遡らないのが一般的な理解ではないか。 

 

（以上） 
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はじめに 

 

（１）自動車関係税制のあり方に関する検討会設置の趣旨、審議の経

過等 

 

「自動車関係税制のあり方に関する検討会」（以下「本検討会」

という。）は、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な

改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」（平成 24年

法律第 69号。以下「税制抜本改革法」という。）第７条第１号カ及

び平成 25 年度与党税制改正大綱において示された車体課税の見直

しの方向性に基づいて、専門的な見地から検討を加えて、その具体

策について意見を述べるため、総務大臣の要請に基づき、地方財政

審議会に、新たに９名の特別委員を任命して、設置されたものであ

る。 

平成 25年 5月 31日に、総務大臣により特別委員の委嘱が行われ、

第１回目の検討会を開催して以来、経済産業省、国土交通省、環境

省等関係省庁からのヒアリングや海外調査の報告などを含め、平成

25年 10月 31日まで 10回にわたり議論を重ねてきたところである。 

 

（２）本検討会における検討事項 

 

本検討会の具体的な検討事項は、次のとおりである。 

 

① 平成 25 年度与党税制改正大綱で、消費税 10％段階で実施

することとされている自動車税における環境性能等に応じた

課税の具体的な制度設計について、提案を行うこと。 

 

② 安定的な財源を確保して、地方財政への影響に対する適切

な補てん措置を講じることを前提に、10%段階で廃止すること

とされている自動車取得税の代替財源について、地方財政へ

は影響を及ぼさないよう、自動車税における環境性能等に応

じた課税のほか、国及び地方を通じた関連税制の在り方の見

直しを行い、確保できる安定的な財源の候補について、提案
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を行うこと。 

 

③ 自動車取得税は、二段階で引き下げ、消費税８％の段階で

は、エコカー減税の拡充などグリーン化を強化すること、経

済情勢に配慮する観点から、消費税率引上げの前後における

駆け込み需要及び反動減の緩和も視野に入れることとされて

いること等を踏まえ、消費税（国・地方）の引上げ時期（平

成 26 年 4 月及び平成 27 年 10 月（予定））や、現行のエコカ

ー減税の期限（平成 27年 3月）等を踏まえつつ、円滑な移行

を図るための段取りについても提案を行うこと。 

 

なお、これらの三つの課題についての提案は、今後の自動車関係

諸税のあり方についての大きな方向に則したものであることが必

要である。このため、三つの課題についての検討の前提として、自

動車関係諸税の大きな方向性についても、本検討会として検討した

ところである。 

 

（３）本検討会の報告について 

 

本検討会の報告書は、一つの方向に議論を集約するのではなく、

今後の政府・与党における検討に資するよう、自動車関係税制のあ

り方に関する基本的な考え方を示すとともに、複数の考えられる具

体的な選択肢を示し、それぞれに対する検討会としての評価を示す

形としている。 

本報告書は、これまでの議論の結果を踏まえた成果をとりまとめ

たものであるが、今後の自動車関係税制のあり方の見直しに係る政

府・与党における実りある議論とともに、真に国民生活にとって望

ましい税制の形成に資するものとなれば幸いである。 
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１ 本検討会の検討に当たっての前提 

 

（１）検討の前提となるべき事項 

 

本検討会は、税制抜本改革法第 7条第 1号カ、社会保障・税一体

改革に関する三党実務者間の合意である税関係協議結果（平成 24

年６月 15日）及び平成 25年度与党税制改正大綱において示された

方向に基づいて検討することを、総務大臣から求められている。し

たがって、これらは、当然、検討に当たっての前提条件となるもの

である。 

また、総務大臣からは、関連する分野の学識経験者及び課税庁の

実務家を特別委員に加えた検討会を地方財政審議会に設置し、税制

抜本改革法や平成 25 年度与党税制改正大綱を踏まえた検討を行う

ことを求められているところである。地方財政審議会は、かねてか

ら、地方税制全体、社会保障・税一体改革に関連した税制の在り方、

さらには、今回検討を求められている自動車関係諸税について、意

見を述べてきている。総務大臣は、これまでの地方財政審議会の議

論を踏まえた上で要請をされており、こうした議論を踏まえた検討

を行うことが必要であると考えられる。 

そのような観点から、本検討会として、検討の前提とする事項は、

次のとおりである。 

 

① 税制抜本改革法第 7 条第 1 号カ、社会保障・税一体改革に

関する三党実務者間の合意である税関係協議結果（平成 24 年

６月 15日）、平成 25年度与党税制改正大綱及び民間投資活性

化等のための税制改正大綱（平成 25年 10月 1日自由民主党・

公明党） 

 

② 車体課税の課税根拠、経緯等 

 

③ 地方財政審議会がこれまでに示したあるべき地方税制、社

会保障と税の一体改革、車体課税についての考え方 
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なお、地方財政審議会は、平成 22 年に、自動車関連税制全体の

抜本的見直しの一方策として、「自動車重量税と自動車税を一本化

し、ＣＯ２排出量と税額が連動する仕組みの環境自動車税の創設を

検討すべき」との意見を述べている。この意見の内容については、

今後も長期的な展望の中で検討すべき課題であるが、これらについ

ては、上記のような検討の前提から、今回は、課題としては掲げて

いない。 

また、本検討会の委員には、かつて、総務省に自動車関係諸税の

検討を行うために設けられた検討組織である「自動車関係税制の課

税のあり方に関する研究会」（平成 21年度）及び「自動車関係税制

に関する研究会」（平成 22年度）の構成員であったものが多く含ま

れているが、彼らは自動車関係税制の有識者として参加するもので

あり、検討の前提も異なることから、これらの検討会の報告書の内

容は参考にすることに留めることにしている。 

 

（２）税制抜本改革法第 7 条第 1 号カ、社会保障・税一体改革に関す

る三党実務者間の合意である税関係協議結果（平成 24 年 6 月 15

日）、平成 25 年度与党税制改正大綱及び民間投資活性化等のため

の税制改正大綱（平成 25年 10月 1日） 

 

ここで、まず、本検討会の検討に当たって、税制抜本改革法第 7

条第 1号カ、社会保障・税一体改革に関する三党実務者間の合意で

ある税関係協議結果（平成 24 年６月 15 日）及び平成 25 年度与党

税制改正大綱の内容を確認しておきたい。 

 

税制抜本改革法第７条第１号カは、車体課税に関し、次のとおり

記述している。 

 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費

税法の一部を改正する等の法律(抄) 

 

（税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策に関する措置） 
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第七条 第二条及び第三条の規定により講じられる措置のほか、政府は、所

得税法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第十三号）附則第百四

条第一項及び第三項に基づく平成二十四年二月十七日に閣議において決定

された社会保障・税一体改革大綱に記載された消費課税、個人所得課税、

法人課税、資産課税その他の国と地方を通じた税制に関する抜本的な改革

及び関連する諸施策について、次に定める基本的方向性によりそれらの具

体化に向けてそれぞれ検討し、それぞれの結果に基づき速やかに必要な措

置を講じなければならない。 

 一 消費課税については、消費税率（地方消費税率を含む。以下この号に

おいて同じ。）の引上げを踏まえて、次に定めるとおり検討すること。 

 （略） 

  カ 自動車取得税及び自動車重量税については、国及び地方を通じた関

連税制の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方

財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減及びグリーン化（環境への

負荷の低減に資するための施策をいう。）の観点から、見直しを行う。 

 

また、社会保障・税一体改革に関する三党実務者間の合意である

税関係協議結果（平成 24年６月 15日）は、次のとおり記述してい

る。 

 

社会保障・税一体改革に関する三党実務者間会合合意文書（平成 24年６月 15

日）税関係協議結果 

 

政府提出の税制抜本改革２法案については、以下のとおり修正・合意した

上で、今国会中の成立を図ることとする。 

 

○ 第７条（消費税率引上げに当たっての検討課題等）について 

・ 自動車取得税及び自動車重量税については、第７条第１号ワ（注 法

案修正後はカ）の規定に沿って抜本的見直しを行うこととし、消費税率

（国・地方）の８％への引上げ時までに結論を得る。 

 

平成 25 年度与党税制改正大綱は、車体課税に関し、次のとおり

記述している。 

 

平成 25 年度与党税制改正大綱（抄）平成 25 年１月 24 日 自由民主党・公明

党 
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第一 平成 25年度税制改正の基本的考え方 

２ 社会保障・税一体改革の着実な実施 

（３）消費税引き上げに伴う対応 

② 車体課税の見直し 

自動車取得税及び自動車重量税については、税制抜本改革法第７条

第１号カにおいて、国及び地方を通じた関連税制の在り方の見直しを

行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素

化、負担の軽減、グリーン化を図る観点から、見直しを行うこととさ

れている。 

イ 自動車取得税については、安定的な財源を確保して、地方財政への

影響に対する適切な補てん措置を講じることを前提に、地方団体の意

見を踏まえながら、以下の方向で抜本的な改革を行うこととし、平成

26年度税制改正で具体的な結論を得る。 

（イ）自動車取得税は、二段階で引き下げ、消費税 10％の時点で廃止

する。消費税８％の段階では、エコカー減税の拡充などグリーン

化を強化する。必要な財源は別途措置する。 

（ロ）消費税 10％段階で、自動車税において、自動車取得税のグリー

ン化機能を踏まえつつ、一層のグリーン化の維持・強化及び安定

的な財源確保の観点から、地域の自主性、自立性を高めつつ、環

境性能等に応じた課税を実施することとし、他に確保した安定的

な財源と合わせて、地方財政へは影響を及ぼさない。 

ロ 自動車重量税については、以下の方向で見直しを行うこととし、平

成 26年度税制改正で具体的な結論を得る。 

（イ）エコカー減税制度の基本構造を恒久化する。消費税８％段階で

は、財源を確保して、一層のグリーン化等の観点から、燃費性能

等に応じて軽減する等の措置を講ずる。今後、グリーン化機能の

維持・強化及び安定的な財源確保の観点から、環境性能に応じた

課税を検討する。 

（ロ）自動車重量税については、車両重量等に応じて課税されており、

道路損壊等と密接に関連している。今後、道路等の維持管理・更

新や防災・減災等の推進に多額の財源が必要となる中で、原因者

負担・受益者負担としての性格を明確化するため、その税収につ

いて、道路の維持管理・更新等のための財源として位置づけ、自

動車ユーザーに還元されるものであることを明らかにする方向

で見直しを行う。その際、その税収の一部が公害健康被害補償の

財源として活用されていることにも留意する。 
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さらに、民間投資活性化等のための税制改正大綱（平成 25年 10

月 1日）は、車体課税に関し、次のとおり記述している。 

 

民間投資活性化等のための税制改正大綱（平成 25 年 10 月 1 日 自由民主党 

公明党）（抄） 

 

第一 基本的考え方 

自動車取得税及び自動車重量税については、経済情勢に配慮する観点から、

消費税率引上げの前後における駆け込み需要及び反動減の緩和も視野に入

れ、税制抜本改革法第７条第１号カに基づき、国及び地方を通じた関連税制

の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮

しつつ、簡素化、負担の軽減、グリーン化を図る観点から、見直しを行う。 

 

（３）地方財政審議会のこれまでのあるべき地方税制、社会保障と税

の一体改革、車体課税についての考え方 

 

地方財政審議会においては、「今後目指すべき地方税制の方向と

平成 25 年度の地方税制改正等への対応についての意見」（平成 24

年 10月 22日）等において、地方税のあるべき姿、地方税のグリー

ン化、社会保障と税の一体改革と個別間接税の整理、車体課税のあ

り方について意見を述べているが、その概要は、次のとおりである。 

 

①地方税制の今後の望ましい在り方 

 

地方税はまず、地方自治体が実施する、住民が求める行政サービ

スを賄うのに十分な量を確保することが求められる。租税は公平で

なければならないが、地域住民や地域社会で活動する者が相互に負

担し合うという会費的性格を持つ地方税は、応益課税の考え方がよ

り求められる。地域主権改革の観点からは、地方税制の自主性・自

立性を高めていく必要がある。景気変動に左右されない安定性や税

源が一部地域に偏らない普遍性も備えていなければならない。こう

した地方税の原則に沿った地方税のあるべき姿についての考え方

として、次の４点を掲げている。 

① 今後増大する地方の財政需要を賄うための地方税の充実 
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② 分かち合いとしての地方税制の公平性の確保 

③ 地域主権改革の観点からの地方の自主性・自立性の強化 

④ 偏在性が小さく安定的な地方税体系の構築 

 

②地方税のグリーン化 

 

地球温暖化はグローバルな課題だが、その対策はまずローカルで

考えなければならない。それぞれの地域で、風土に合った循環型の

生き方ができれば、自ずと課題は縮小していく。すでに、森林の保

全を目的とした森林環境税や産業廃棄物の処理に対する産業廃棄

物税などの法定外の地方税の導入が広がっているが、各地で自然的

社会的条件に応じた対策と負担の仕方について創意工夫が求めら

れる。 

同時に、ＣＯ２排出抑制に向けて、地方税体系全体を、環境への

負荷に応じた課税の割合を高める形に改めていかなければならな

い。地方税のグリーン化である。これは、汚染者負担の原則に沿う

ものであり、環境の保全を図るために、地方自治体が提供する行政

サービスからの受益に応じた税負担を求めるという意味で、応益課

税の原則とも整合的である。 

 

③社会保障と税の一体改革と個別間接税の整理 

 

税制抜本改革法では、個別間接税や地方法人課税のあり方も見直

すことになっているが、社会保障・税一体改革は、国と地方を通じ

た社会保障給付の安定財源を確保するために行うものであり、特に、

地方自治体は、社会保障分野において重要な役割を果たしているこ

とから考えても、地方の減収につながる見直しは、一体改革の趣旨

から可能な限り行わないこととすべきである。 

特に、消費税率の段階的な引上げに際しての個別間接税のあり方

の検討に際しては、それぞれの個別間接税の課税目的や果たしてい

る役割に十分留意することが必要である。また、消費税率の引上げ

により広く国民に負担をお願いしている以上、特定の分野のみ税負
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担を軽減することについては、慎重な検討が求められる。 

 

④車体課税のあり方 

 

現在、自動車に関しては、取得・保有・走行の各段階においてバ

ランスのとれた総合的な課税が行われている。その中で、取得段階

における課税として位置づけられるのが、自動車取得税である。 

<図表１：自動車関係諸税 参照> 

 

関係業界団体や関係省庁からは、自動車取得税は、消費税との二

重課税であり、一般財源化により課税根拠を失ったとして、その廃

止を求める要望がなされている。しかし、自動車取得税は、消費一

般に課される消費税とは課税根拠が異なることから、二重課税との

主張は当たらない。このことは、消費税創設時（平成元年度）に物

品税が廃止された一方で自動車取得税が存続されたこと、消費税率

の引上げ・地方消費税の創設時（平成９年度）に自動車取得税の負

担調整が行われていないことからも明らかである。 

 

また、欧州諸国でも取得時の車体課税と一般消費税との併課が一

般的であること、日本の個別間接税収が OECD 諸国に比して低いこ

とを考慮すれば、自動車取得時の税負担が諸外国との比較において

過大とはいえない。消費税率の段階的な引上げに際して、複数税率

の導入を含めた低所得者対策が論点となっている中で、自動車の取

得に関する税負担のみ軽減することについては、慎重な検討が必要

である。 

<図表２：総排気量 2000ccの自動車の取得に係る税率の比較 参照> 

<図表３：欧州諸国における車体課税・燃料課税に係る税収（対 GDP 比）の国際比

較 参照> 

 

さらに、現在、自動車取得税及び自動車重量税の収入のうち約

5,000 億円が地方自治体の財源となっており、特に市町村にとって

貴重な財源となっている。また、偏在性が小さく税収が安定的な地

方税体系が求められる中で、都市部と比較して地方部ほど一人当た
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り税収が大きい自動車取得税は、偏在是正に重要な役割を担ってい

る。 

<図表４：自動車取得税・自動車重量税と地方財政 参照> 

<図表５：自動車取得税・自動車重量税と市町村財政（具体例） 参照> 

<図表６：人口１人当たりの税収額の指数（平成 23年度決算額） 参照> 

 

なお、平成 21 年度に創設されたいわゆるエコカー減税により、

自動車取得税及び自動車重量税の税収は約４割も減っており、既に

税制として十分に「負担の軽減」に対応しているところである。自

動車取得税の見直しに当たっては、地方の意見を踏まえ、都道府県、

市町村に減収が生じないよう安定的な代替の税財源を確保すべき

であり、この措置が同時に実施されない限りは、自動車取得税を廃

止すべきではないとの声が寄せられている。 

<図表７：自動車取得税収・自動車重量譲与税収の推移 参照> 

<図表８：平成 25年度与党税制改正大綱に対する地方六団体共同声明（抄） 参照> 

 

自動車取得税及び自動車重量税は、OECD 環境統計において環境

関連税制に分類されるなど、地球温暖化対策等に資する税である。 

<図表９：OECD環境統計 － 環境関連歳出と税制（抄） 参照> 

 

両税の負担軽減は、税制のグリーン化に逆行するものとなるため、

仮に両税の負担軽減を行う場合には、燃料課税を含めた環境関連税

制全体を総合的に見直す必要がある。 

 

（４）車体課税の課税根拠、経緯等 

 

①自動車取得税 

 

自動車取得税は、権利の取得、移転に担税力を認めて課される流

通税であるとともに、自動車の取得が一種の資産形成としての性格

を有することにも着目して課される税である。また、自動車の取得

者が、自動車がもたらす交通事故、ＣＯ２ 排出、公害、騒音等の

社会的費用に対応して地方自治体が提供する行政サービスから便

益を受けることに着目して課される税である。複数の道府県におい
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て先駆けて課税され、その後法定税化されたという経緯から、地方

が自主的に創設した税であるともいえる。 

地方税法上、法定税として位置付けられたのは、昭和 43 年度で

あり、その際には、道路に関する費用に充てる目的税として、創設

された。平成元年の消費税導入時にも、流通税と付加価値税とで課

税根拠が異なることから維持され、平成２１年度に道路特定財源が

一般財源化された際にも、道路等の行政サービスから得る受益に着

目し、環境への配慮の必要性を考慮して課税を継続することとされ

た。 

<図表 10：自動車取得税の概要 参照> 

<図表 11：自動車取得税の沿革 参照> 

 

②自動車税 

 

自動車税は、財産税的性格と道路損傷負担金的性格をあわせ持つ

税であるとされている。税率区分の指標として、総排気量（cc、乗

用車）や最大積載量（トラック）などが採用されており、前者が主

に財産的価値を、後者が主に道路損傷負担の程度を測るものと考え

られている。保有に対する税として、毎年度定額課税されている。 

近年においては、環境性能に応じた初年度軽課、後年度重課が特

例措置として講じられるなど、環境損傷負担金的性格も併せ持つこ

ととなっている。 

<図表 12：自動車税の概要 参照> 

<図表 13：自動車税の沿革 参照> 

 

③軽自動車税 

 

軽自動車税は税率区分の指標は総排気量及び規格が採用されて

おり、自動車税と同様、財産税的性格と道路損傷負担金的性格を有

するものである。また、登録自動車と比べ総排気量及び規格が小さ

いものではあるが、環境へ一定の負荷を与えるものであるので、環

境損傷負担金的性格も併せ持つべき税と考えることができる。保有

に対する税として毎年度定額課税されている。 
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<図表 14：軽自動車税の概要 参照> 

<図表 15：軽自動車税の沿革 参照> 

<図表 16：軽自動車税の標準税率の推移 参照> 

<図表 17：軽自動車の規格等の変遷と保有台数の推移 参照> 

 

④自動車重量税 

 

自動車重量税は、自動車の走行が、道路混雑、交通安全、道路事

故等に関連して多くの社会的費用をもたらしていることや社会資

本の充実の要請が強いことを考慮して、広く自動車の使用者に負担

を求めるために創設されたものであり、自動車が車検を受け又は届

出を行うことによって走行可能になるという法的地位あるいは利

益を受けることに着目して課税される一種の権利創設税であると

考えられている。 

また、公害被害の特殊性にかんがみ、汚染原因者負担等を前提と

した民事責任を踏まえつつ、公害健康被害者を迅速かつ公正に保護

するため、昭和 48年に公害健康被害補償法（昭和 48年法律第 111

号）が制定されたところであるが、自動車重量税の一部（平成 24

年度予算額：88 億円）は公害健康被害補償制度の財源の一部にな

っている。 

<図表 18：自動車重量税（国税）の概要 参照> 

<図表 19：自動車重量譲与税の概要 参照> 
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２ 今後における自動車関係諸税の基本的な方向性 

 

（１）車体課税のあり方について 

 

自動車に関しては、国が自動車重量に応じた自動車重量税を、都

道府県が排気量又は貨物積載量に応じた自動車税と取得価額に応

じた自動車取得税を、市町村が排気量及び規格に応じた軽自動車税

を課税している。特に、地方税においては、車体課税は、基幹税目

の一つとなっている現状がある。 

 

こうした現状に対し、関連業界等からは、車体課税が何種類もあ

り、負担が重複しているのではないか、あるいは、このうち、自動

車重量税と自動車取得税が道路特定財源として創設された経緯が

あることを踏まえ、道路特定財源制度が廃止されたことから、自動

車取得税及び自動車重量税は課税根拠を失っており廃止すべきと

いった主張がある。 

 

この点については、現在、国、都道府県、市町村のそれぞれが、

役割分担に応じてそれぞれ道路行政や関連する環境行政を所管し

ているほか、自動車に密接に関連する行政分野として、国は自動車

の登録や規格の規制、都道府県は、警察等における交通安全行政、

市町村は救急・消防行政を担当しており、このような行政需要のト

ータルと自動車関係諸税を比較すれば、行政サービスに要する費用

の方が大きいことは明らかであり、道路特定財源制度のあり方にか

かわらず、それぞれの行政主体が、自動車に課税を行う根拠は十分

にあると考えられる。 

<図表 20：車体課税について 参照> 

 

なお、都道府県段階においては、道路特定財源として自動車取得

税が導入された経緯から、自動車税と自動車取得税が存在している

が、道路特定財源制度の廃止に伴って、ともに一般財源とされたこ

と、課税標準は異なるものの、両税において、グリーン化税制が導

入されており、その一体運用の必要性が高まっていること、さらに
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は税制の簡素化の観点から、平成 25 年度与党税制改正大綱におい

て、税目としての自動車取得税を廃止し、自動車税に統合する方向

が示されたことには、一定の理解ができるものである。 

 

ただ、前述のとおり、そもそも自動車取得税は消費税と課税根拠

が異なり、消費税創設時（平成元年度）に物品税が廃止された一方

で自動車取得税が存続されたことや消費税率の引上げ・地方消費税

の創設時（平成９年度）に自動車取得税の負担調整が行われていな

いこと、欧州諸国でも取得時の車体課税と一般消費税との併課が一

般的であることから、二重課税との批判は当たらない。 

 

したがって、税目としての自動車取得税を簡素化の観点から廃止

することとは別に、後述のとおり、自動車取得税が持っていたグリ

ーン化へのインセンティブをより強化した環境性能等に応じた課

税が求められていることとの関係から、インセンティブとして有効

な取得価額を考慮することについては、重要な論点であり、十分に

検討すべきである。 

 

なお、地方財政審議会は、平成 22 年に自動車関連税制全体の抜

本的見直しの一方策として、自動車重量税と自動車税を一本化し、

ＣＯ２排出量と税額が連動する仕組みである環境自動車税の創設

を検討すべきとの意見を述べているが、自動車重量税、自動車税と

軽自動車税を統合することは、将来に向けて、今後、引き続き検討

していく課題と整理することとしたい。 

 

（２）車体課税の負担水準について 

 

関連業界からは、我が国の自動車関係諸税の負担水準について、

欧米諸国と比較して高い水準にあるとの指摘がある。 

 

諸外国との比較については、様々な比較の仕方があるが、米国を

除けば日本の負担水準は高くないこと、欧州諸国でも取得時の車体
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課税と一般消費税との併課が一般的であること、日本の個別間接税

収が OECD 諸国に比して低いことを考慮すれば、自動車取得時の税

負担が諸外国との比較において、過大とはいえない。 

 

また、次のような事情から、偏在性の小さい車体課税において、

一定の税収を確保する必要があり、代替財源のない減税の余地はな

いことは強調されてしかるべきである。 

 

① 国・地方ともに、巨額の財政赤字を抱えている状況下にあ

ること。 

 

② 自動車関連行政サービスの費用が、自動車関係諸税の税負

担を上回っていること、さらに、近年、道路や橋梁など公共

インフラの老朽化が進み、その維持・管理、更新投資に、大

きな財源を必要としていること。 

 

③ 車体課税は、偏在が少ない税である上、自動車取得税は、

市町村に道路の延長・面積に応じて自動車取得税交付金とし

て概ね７割、道府県に３割の財源配分となっていること、自

動車重量税は、その約４割が道路の延長・面積に応じて自動

車重量譲与税として譲与されており、地方にとって貴重な財

源であること。 

 

④ エコカーの方が環境負荷は小さいが、エコカーであれ非エ

コカーであれ、トータルの環境負荷はゼロにはならないこと、

また、人々が公共交通機関を利用した場合の環境負荷と比較

するとマイカーを利用した場合の環境負荷は大きいことから、

環境の視点からは、自動車に係る税を軽減すべき合理的理由

は見い出しにくいこと。 

 

このような事情を考慮した上で、税制抜本改革法第７条第１号カ

に基づき、消費税（国・地方）の引上げに伴う自動車購入者の負担

の軽減を検討する場合には、次のような事情にも配慮し、代替財源
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の確保とともに、負担軽減の対象の重点化を図るなどの検討が必要

である。 

まず、第一に、エコカー減税等の創設により、自動車取得税及び

自動車重量税については、国・地方合わせて、約６,８００億円の

減収（１兆５,８９９億円（平成 17 年度）⇒９,１００億円（平成

24 年度）、約４割の減収）となっており、既に税制として相当の負

担の軽減を行っているという事実がある。 

 なお、日本自動車工業会は、消費税５％分に相当する税額を約５,

４００億円（中古車販売分を含む。）と試算している。社用車など

事業者が購入する車に係る消費税は仕入れ税額控除されているこ

と等を踏まえれば、車の購入に係る消費税額の全てが自動車ユーザ

ーの負担となっているわけではないが、この日本自動車工業会試算

と比べても、これを上回る減税は既に実施されたと考えることもで

きる。 

<図表 21：自動車取得税・自動車重量税の負担軽減 参照> 

 

第二に、消費税率の引上げにより広く国民に負担をお願いしてい

る以上、特定の分野のみ税負担を軽減することについては、慎重な

検討が求められる。一般に環境性能が低い上に、生活必需品とは評

価し難い高級車等、所有者に担税力のある車が減税のメリットを享

受することは国民の理解が得られるとは思われない。 

第三に、取得課税を単純に引き下げ又は廃止すると、エコカーに

はメリットがない一方、非エコカー（環境性能が劣る自動車）にメ

リットがあるということになり、非エコカーを選択するインセンテ

ィブが高くなる。その結果として、ＣＯ２排出量などが増えるとい

うことが想定されるが、このことは環境政策に反するといえる。 

<図表 22：税制変更に伴う非エコカー選択のインセンティブ増加 参照> 

<図表 23：自動車取得税を引き下げ、廃止した場合の環境影響（試算） 参照> 

 

このようなことから、負担の軽減については、自動車のうち、一

定の環境性能を持つものであって、かつ、日常生活で重要な役割を

果たしている自動車に重点的に取得時の負担軽減の効果が及ぶ仕

組みを検討すべきである。その一方、車重が重く環境性能が低い高
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級車や、走行性能を重視し大きな排気量のエンジンを有する燃費の

悪いスポーツカー等、所有者の担税力の高い車については、取得時

に、それなりの負担を求めることも検討すべきである。 

また、営業用自動車や、自家用自動車であっても消費税の課税事

業者が購入する車両については、購入時の消費税を仕入税額控除で

きるため税負担は重くならないという点について考慮し、現在の自

動車取得税と同様の仕組みで課税することも、考慮に値する。 

 

（３）車体課税のグリーン化機能について 

 

車体課税は、ＯＥＣＤ環境統計において環境関連税制に分類され、

欧州では、自動車とエネルギー製品が環境関連税制の車の両輪とし

て位置付けられているが、我が国においても、車体課税を、より積

極的に、環境関連税制として位置付けていくべきである。したがっ

て、地球温暖化対策等の観点からも、車体課税により環境の要素

（「環境損傷負担金的性格」）を組み込んでいく方向で取り組んでい

くべきである。また、ＯＥＣＤ対日環境保全成果レビューにおいて、

環境関連の税の利用を拡大することなど、税制改正において環境配

慮を中心に据えること等の勧告がなされている点についても、留意

すべきである。 

<図表 24：ＯＥＣＤ対日環境保全成果レビューについて 参照> 

 

さらに、日本再興戦略でも２０３０年に新車販売台数の５割から

７割を次世代自動車とすることを方向として示しており、世界全体

でのＣＯ２排出量削減の必要性ともリンクしていることからする

と、今後のグリーン化の方向を更に強化することが産業政策として

も必要であることに留意する必要がある。 

 

その一方、車体課税が地方の基幹税であることを考慮すると、環

境政策と財源調達機能の両立を図ることが重要である。厳しい地方

財政の状況も踏まえ、環境機能の強化の制度設計に当たっては、グ

ッド減税・バッド増税という仕組みも視野に入れて、少なくとも税

収中立で税収を確保する観点が重要である。 
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そのような意味で、現状のエコカー減税あるいはグリーン化特例

は、自動車の平均燃費向上や次世代自動車の普及率向上に大きく寄

与するなど、有効なインセンティブ手法であり、環境政策税制とし

て大きな役割を果たしてきたと評価できる一方、税収確保の面では、

大幅な減税効果をもたらしてきたことについては、留意する必要が

ある。 

<図表 25：乗用車の燃費と新車販売台数内訳 参照> 

 

また、環境政策の反映という点では、現行のエコカー減税は、景

気対策、産業政策としての性格も併せ持つ時限の税負担軽減措置で

あったことから、「自動車重量に応じて定められているエネルギー

の使用の合理化に関する法律」（昭和 54 年法律第 49 号。以下「省

エネ法」という。）の燃費基準の達成度対比で減税率が定められて

いる。このため、燃費がよい小型自動車よりも燃費の悪い普通自動

車の減税幅が大きいなどの逆転が生じている。今後、環境性能等に

応じた課税を恒久措置として仕組むのであれば、燃費性能と減税幅

がより比例的となる仕組みを検討すべきである。 

 

なお、省エネ法の枠組みを踏まえ、これに基づく燃費基準の達成

についても、引き続き、インセンティブを付与すべきということで

あれば、本則の恒久措置とは別に、時限の税負担軽減措置として、

考慮することが考えられる。 

 

（４）燃料課税のあり方について 

 

自動車関連税制としての燃料課税のあり方については、最近のエ

ネルギー事情や為替（円安）を反映した燃料価格の状況を踏まえる

と、現時点で、車体課税の代替財源として燃料課税の負担増を具体

的に提起することには、難しい面があるが、例えば、欧州と比較し

て燃料課税の水準が低いこと等を踏まえると、その強化について、

今後とも、引き続き検討していくべきである。 

<図表 26：OECD諸国のガソリン１ℓ当たりの価格と税（2012年第 2四半期） 参照> 
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３ 環境性能等に応じた課税についての提案 

 

（１）考え方 

 

自動車税は、固定資産税のように個別の資産の評価時における現

実の市場価値（客観的交換価値）を基礎とした課税というよりは、

自動車の抽象的な価値を対象として課税するものであり、そのため

の指標としては、現時点では、自動車の持つ経済的価値を外形的に

把握できる排気量が、一定の合理性をもっていると考えられる。 

また、自動車税の課税標準は、昭和 54 年に軸距（前輪の車軸と

後輪の車軸の間の距離）から、排気量に変更されたが、排気量は、

ヨーロッパをはじめ、数多くの国で採用されている課税標準である。

ＣＯ２排出量や燃費値を課税標準の一つとして採用してはどうか、

といった検討課題はあるが、税収確保の観点も踏まえ、当面は、排

気量を課税標準の中心として維持することが適当である。 

 

また、現在、自動車税及び軽自動車税については、排気量又は貨

物積載量に応じて、段階的に税額が増える税率構造であるが、自動

車税、軽自動車税の財産税的性格に加え、道路損傷負担金的性格、

環境損傷負担金性格を考慮すると、現在程度の段階的な税率構造に

は、一定の合理性があり、維持すべきである。なお、将来的には、

ハイブリッド自動車や過給器（ターボチャージャー等）、電気自動

車や燃料電池車等の普及等を考えると、今後の課題として、車の体

積等の財産税にふさわしい課税標準の導入について、検討していく

ことも必要である。 

さらには、当面、排気量を課税標準とする場合、「排気量」の値

を持たない電気自動車や燃料電池車等については、現在、1000cc

クラスの小型自動車の税率を適用しているが、その財産価値に応じ

「みなし排気量」を与えることなどを検討する必要がある。 

 

一方、車体課税の環境課税としての性格を強化していく観点から

は、環境性能を示す指標を課税の仕組みに取り入れることが考えら

21 



 

れる。その際の指標としては、経済産業省及び国土交通省が省エネ

法に基づいて自動車の燃費基準を定め、燃費値を把握していること、

燃費はエネルギー消費効率を示す指標として消費者に深く浸透し

ていることを踏まえ、車体課税においても、課税標準又はこれを補

完する要素として、燃費値を用いることを検討すべきである。 

なお、現時点で、ＣＯ２排出量については、具体的に把握するこ

とが法律上要請されておらず、型式認定上の表示にＣＯ２排出量そ

のものがないため、その使用は困難であるが、将来の課題として、

環境負荷をより正確に反映する観点も含め、引き続き検討を行うべ

きである。 

 

このような検討を自動車税で行う場合、自動車税と同様の基本的

性格を有する軽自動車税についても、自動車税で導入する新たな要

素を取り入れることを検討すべきである。 

 

なお、現行の自動車税及び軽自動車税は標準税率を、自動車取得

税は一定税率を採用しているが、地方公共団体の自主性・自立性を

尊重する観点から、自動車税で新たに環境性能等に応じた課税を実

施しようとする場合においては、標準税率方式とすべきである。 

 

（２）課税のタイミング 

 

上記のような考え方の整理の中から、自動車税における環境性能

等に応じた課税については、その課税のタイミングとして、次の３

案を提案したい。 

 

（案Ａ）自動車取得税廃止後に取得する自動車・軽自動車に係る自

動車税・軽自動車税の税率に、登録等をしている期間全体を通じ、

環境性能に応じた課税部分を上乗せする（自動車税・軽自動車税

の税率引上げ） 

 

（案Ｂ）自動車・軽自動車の購入後最初の継続検査までの 3年度間、
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自動車税・軽自動車税に特例税率を上乗せして課税 

 

（案 Ｃ）自動車・軽 自動車について の初年度特例課税

（First-Year-Rate ：FYR）又は環境性能割を導入して購入時に

課税 

 

この３案を比較した場合、案Ａが現在の自動車税に親和性が高い

一方、登録等をしている期間全体という長期間にわたって環境イン

センティブが薄まきになることから、環境インセンティブに関して

は、現行の取得時に課税されている自動車取得税に比較して、相当

程度低くなることが考えられるので、平成 25 年度与党税制改正大

綱において「自動車税において、自動車取得税のグリーン化機能を

踏まえつつ、一層のグリーン化の維持・強化」を図るとされている

ことから十分か、との課題がある。 

 

諸外国では、車体課税は、環境政策上、非常に重要な役割を果た

しており、イギリスにおける First-Year-Rate（FYR）のように保

有課税において入り口段階で環境インセンティブを付与するため

の課税の特例を設けている例や、デンマークのように取得時に環境

インセンティブを付与するため、自動車登録税において課税標準の

特例を設けている例もある。 

 

よって、エコカーを普及させていくため、購入段階、取得時点で

の環境インセンティブが重要との観点からは、案Ｃが望ましいと考

えられる。その場合、イギリスのように初年度特例課税をとる場合

のほか、自動車税の環境性能割として仕組む方法があるが、課税団

体のシステム等の関係からは、環境性能割として仕組む方が地方団

体の負担が小さいという点も、考慮に入れるべきである。 

  

なお、案Ａ～Ｃの選択はどれか一つに限られるものではなく、取

得時のみならず平年時の自動車税・軽自動車税についてもグリーン

化機能を担わせるべきとの観点からは、案Ｃを基本に据えつつ案Ａ
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の要素を入れ込んでいくなど組み合わせを行うこともあり得るも

のである。 

 

また、軽自動車について、案Ａ～案Ｃにおける環境性能等に応じ

た課税を、市町村において軽自動車税として行うこととするか、そ

れとも都道府県課税として行うこととするかについても十分検討

する必要がある。 

 

（３）課税の方法 

 

環境性能を示す指標を課税の仕組みに取り入れる方法としては、

ＣＯ２排出量や燃費値等、環境性能を表す数値そのものを新たに課

税標準として導入する方式と財産税的な性格の課税標準である排

気量や取得価額に基づく税額に、環境性能に応じた軽減等による補

正を組み合わせる方式が考えられるが、この場合の環境性能を示す

指標については、前述のとおり、当面は燃費値を採用することが現

実的である。 

 

そのような観点から、自動車税における環境性能等に応じた課税

の課税標準等の仕組み方として、次の３つの案を提案したい。 

 

（案１）現在の排気量に応じた課税に加えて、燃費性能に応じた課

税を実施することとする。具体的には、一定の基準となる燃費基

準に達していない数値に応じて、課税を行う。 

税額＝（基準燃費値－当該車の燃費値）×税率（一定額等） 

 

（案２）現在の排気量に応じた税率を燃費値に応じて変動させる。 

税額＝ 税率×[１＋｛（基準燃費値－当該車の燃費値）×税率（割増率）｝] 

 

（案３）燃費値及び取得価額をベースとして課税するが、日常生活

で重要な役割を果たしている自動車に対する負担軽減として一

定額の基礎的な控除を導入するとともに、基礎的な控除額に上乗

せする控除額又は税率を燃費値に応じて変動させる。 
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方式①： 控除額を燃費値に応じて補正する方法 

税額＝［取得価額－｛基礎控除額＋燃費控除額×（燃費値―基準燃費値）｝］

×税率 

方式②： 税率を燃費値に応じて補正する方法 

税額＝（取得価額－基礎控除額）×｛基本税率＋（基準燃費値－燃費値）

×補正税率｝ 

 

環境損傷負担金として仕組む場合、その性格からは案１がふさわ

しいが、同じ燃費車の場合、低価格車の負担感が重くなること、逆

に高級車にはインセンティブが効きにくいこと等の問題がある。ま

た、自動車取得税廃止の代替税源確保の観点からは、税収確保面で

課題があるほか、燃費値を有していない車への課税をどうするか、

といった問題も解決する必要がある。（この問題については案２及

び案３も同様である。） 

案２は、排気量に応じた自動車税、軽自動車税が、一定程度、財

産価値を反映していることを考慮すれば、案１に比べれば、高級車

に対しても一定のインセンティブが期待できるが、やはり、現在の

自動車取得税のエコカー減税と比較すると、環境インセンティブが

劣ることが懸念される。 

案３は自動車の取得価額を考慮するため、現在の自動車取得税と

同様の環境インセンティブが期待できるほか、税収効果も期待でき

る。また、取得価額そのものではなく、基礎的な控除を導入するこ

とにより、日常生活で重要な役割を果たしている自動車については、

大幅減税となる一方、高額の高級車は、一定の課税が残る。さらに、

案３－１と案３－２を比較すると、基礎控除額等の変数の設定次第

ではあるが、前者は取得価額が低いが燃費性能が優れているものに

対し、後者は取得価額が高く燃費性能が優れているものに対し、そ

れぞれ効果が大きくなるものである。 

 

なお、基礎控除額に加え、免税点制度を組み合わせることも考え

られる。また、環境性能に応じた課税を初度登録（検査）に関する

課税と整理するか否かについては、中古車の扱いが課題となるが、

取得時の担税力に着目するとともに、環境の観点からも、燃費が悪
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い中古車よりも一般的に燃費が良い新車の選択につながるよう、中

古車に対しても課税すべきとの意見もある。ただし、中古車には燃

費値がないものもあること等も踏まえ、中古車取得時の課税につい

ては、更に技術面での対応も含め、検討を進めるべきである。なお、

イギリスにおける First-Year-Rate（FYR）では、新車新規登録車

のみを対象としている。 

 

（４）検討案の評価 

 

平成 25年度与党税制改正大綱においては、「消費税 10％段階で、

自動車税において、自動車取得税のグリーン化機能を踏まえつつ、

一層のグリーン化の維持・強化」を図るとされている。このことを

踏まえ、どの課税のタイミングで、どの課税の方式を採用すること

が、最もグリーン化機能を強くすることにつながるかについて検討

する必要がある。 

課税のタイミングとしては、購入時点の差が最もインセンティブ

として効果的であることから、案Ｃが、グリーン化機能が最も強い

と評価できる。また、徴税効率の観点から、取得時における課税が

効果的なことにも留意する必要がある。 

また、課税方式については、消費者の購買行動に大きな影響を与

える取得価額を考慮することが、環境インセンティブを最も効果的

なものとすることから、案３が最もグリーン化機能が強いと評価で

きる。 

なお、前述のように、平年時の課税においてもグリーン化機能を

担わせる観点から複数案を組み合わせることも考えられる。 

また、軽自動車税については、自動車税と違い月割課税がなく、

初年度における重軽課の仕組みを導入しにくい事情があること、現

在、軽自動車に対する自動車取得税を都道府県が課し、税収の一部

を交付金として市町村に交付していることも制度設計上考慮に入

れて、検討すべきである。 
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（５）その他 

 

①定期的な基準の見直し 

 

欧州や、日本のエコカー減税制度のように、環境性能を示す指標

を税額計算上考慮する場合、技術の向上等を踏まえつつ、一定年度

ごとに基準燃費値や税率、控除額、免税点を見直す仕組みを組み入

れ、税収の確保を図ることとすべきである。 

 

②省エネ法に基づく燃費基準との関係 

 

省エネ法の枠組みを踏まえ、これに基づく燃費基準の達成につい

ても、引き続きインセンティブを付与すべきということであれば、

本則の恒久措置とは別に、時限の税負担軽減措置として考慮するこ

とが考えられる。 

<図表 27：2020年度乗用車燃費基準値  参照> 

 

③排出ガス（ＮＯｘ・ＰＭ）規制 

 

最近の自動車関係税制に関する議論では、地球温暖化対策の観点

からＣＯ２排出量削減が中心となっているが、排出ガス（ＮＯｘ・

ＰＭ）規制も、大気汚染防止の観点から引き続き考慮するべき重要

な観点である。このため、現在のエコカー減税においては、排出ガ

ス（ＮＯｘ・ＰＭ）規制の超過達成を減税の発動の条件としており、

それにより大気汚染物質排出の削減効果も発揮されている。今後も、

こうした形でインセンティブを与えることを検討すべきである。 

 

④その他 

 

車体課税について、燃費値を基準にした仕組みに制度を改める場

合、現在、国土交通省が把握している型式ごとの燃費値を車検証に

記載するなどして課税庁側が把握できるシステムを構築する必要

がある。 
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４ 車体課税に関するその他の課題について 

 

（１）基本的な考え方 

 

税制抜本改革法第７条第１号カは、関連税制の見直しから代替財

源を検討することとしており、その観点からは、自動車税における

環境性能等に応じた課税のほか、地方税である車体課税の見直しに

おいて、まず、税収を確保することを検討しなければならない。そ

の際には、負担の公平の観点から見て、著しい不均衡があるような

ものについて、その是正を図ることによって税収を確保することを

基本とし、さらに、環境性能の悪い車への重課等も検討し、全体と

して、税収中立となるよう制度設計を行うべきである。 

そのような観点からは、現在の車体課税は、以下に述べるような

課題を抱えており、これらの不均衡を是正することで、相当程度の

代替税源を確保することができると考えられる。 

 

（２）自動車税における見直し 

 

①営自格差 

<図表 28：自動車税、軽自動車税の営自格差の水準の推移について  参照> 

 

自動車税における営業用自動車と自家用自動車の関係（営自格差）

については、営業用自動車を運行している民間路線バス等の公共交

通機関の果たしている役割を一定程度考慮に入れる必要はあるが、

財産税としての性格や、道路損傷負担金的性格も踏まえる必要があ

る。また、環境損傷負担金としての性格が強まりつつあることも考

慮すると、現在の約３倍の格差は合理性を欠いていると考えられる。

そのため、営業用自動車の税率を引き上げて、自家用車との税率格

差を是正することを検討すべきである。 

その際、民間路線バス等の公共交通機関の果たしている役割を考

慮し、営業用自動車において、消費税（国・地方）の引上げに伴う

価格転嫁を行う必要がある状況においては、営業用自動車の負担を

大幅に強化するような負担水準の引上げは困難ではないかとの意
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見があるが、この点については、実施の時期や引上げ水準等を含め

た配慮についても、検討する必要がある。 

 

②法人等の所有する自動車に対する課税 

 

営業用自動車や、自家用自動車であっても消費税の課税事業者が

購入する車両については、購入時の消費税を仕入税額控除できるた

め消費税の引上げによっても、税負担は重くならないという点を考

慮し、消費税課税事業者の自動車取得については、現行の自動車取

得税と同様の仕組みを継続することも選択肢の一つとして、検討す

べきである。 

また、法人等の事業者の所有する自動車のうち、役員の通勤も含

めて用いられている車両については、所得税が課税される通勤手当

と同様に、実質的に所得であるとの観点から、欧州に例があるよう

に、法人所有の自動車に対する、重課を行うべきとの意見について

も、検討すべきである。 

 

③グリーン化特例のあり方 

 

グッド減税・バッド増税の考え方に立って、環境性能の低い自動

車に対する自動車税の重課強化を検討すべきである。また、新たに、

自動車税において、環境性能等に応じた課税を実施することを踏ま

え、自動車税のグリーン化特例による軽課は廃止することを検討す

べきである。 

 

（３）軽自動車税の見直し 

<図表 29：軽自動車と小型自動車の各種制度上の相違  参照> 

<図表 30：軽自動車と小型自動車の比較  参照> 

<図表 31：乗用の自動車及び軽自動車の総排気量段階別標準税率 参照> 

<図表 32：自動車等における排出ガス基準及び燃費基準等について 参照> 

  

①軽自動車税の見直し 

 

車両の基本性能の保持に必要な最小限の規格として定められた
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軽自動車について、小型自動車と比較した場合、登録制度の違いに

よる財産上の価値の違いや検査制度の違いは残るが、価格面で接近

していること、道路損傷負担金的性格から見た場合でも、車両重量

にも大きな差異がなくなってきていることなど、その差異が縮まっ

ている現状にあり、排気量や燃費等、環境損傷負担金的性格から考

えた場合でも、両者の間にはかつてほど大きな差異は認められない

と考えられる。 

その上で、さらに下記のような点を考慮に入れれば、排気量及び

規格に応じて定められている軽自動車税の負担水準の適正化を検

討すべきである。 

 

イ 2000cc 未満クラスの自動車税が 39,500 円、1500cc 未満ク

ラスの自動車税が 34,500 円、1000cc 未満クラスの自動車税

が 29,500円と 5,000円刻みであるのに対し、軽自動車（660cc、

自家用乗用）の税率が 7,200円と 1000cc未満クラスと 2万円

以上の格差があるのは、軽自動車の特殊性を考慮したとして

も、バランスを欠いていると考えられること。 

 

ロ 軽自動車税の規格の拡充が数度にわたり行われているが、

その一方で、定額課税である軽自動車税の税率が、物価の動

向等にかかわらず、据え置かれていること。 

 

ハ 地方団体からは、軽自動車税については、軽自動車の大型

化・高性能化及び自動車税との負担の均衡等を考慮し、税率

を引き上げること等の要望が出されていること。 

 

ニ 地方部の財政が厳しいいくつかの市町村では、軽自動車税

を制限税率限度である標準税率の１．５倍で課していること。 

 

ホ かねてより、全米自動車政策評議会、欧州自動車工業会か

ら、軽自動車への優遇措置の廃止や見直しが求められている

こと。 
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軽自動車税における営業用自動車と自家用自動車の税率格差に

ついては、自動車税の営自格差ほどは大きくないことを考慮して、

その水準を検討すべきである。また、軽自動車税においても、自動

車税において環境への配慮から行われている経過年数による重課

について、導入を検討すべきである。 

 

なお、自動車税では登録情報は電子データで提供されるが、軽自

動車税では手作業でデータ入力をしているなど、自動車税に比べて

コストがかかる一方で税率が低いという面があり、軽自動車税の徴

税効率を改善するための環境整備について検討する必要がある。 

 

②原付等の課税の見直し 

 

軽自動車税の課税客体である二輪車については、課税、徴収の実

務も考慮に入れ、今後とも軽自動車税の中で課税対象としていくこ

とが適当である。なお、その税率は、二輪車の特性も踏まえ四輪車

とは異なる基準で検討されてよいが、今次の負担水準の適正化に当

たっては、軽自動車における負担水準の適正化と均衡をとって検討

すべきである。 

 

原動機付自転車に係る軽自動車税については、徴税効率が極めて

低い現状にかんがみ、標準税率について早急に適切な見直しを図る

ことが地方団体から要請されている。原動機付自転車に対する課税

については、その税率が低水準であり、徴税コストとの関係から、

課税の必要性についての議論もあるが、道路を走行し、かつ道路交

通管理の観点からもナンバープレートの付与が求められているこ

と、一定のＣＯ２を排出すること等を踏まえれば、今後とも、一定

の課税を継続すべきである。その際、徴税コストとの関係の改善も

図る必要があることも踏まえ、軽自動車に係る課税の適正化と併せ

て、他の車種における税負担水準の見直しとも均衡を図りつつ、徴

税コストと行政サービスの受益に見合った税率水準への適正化を
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図るべきである。 

 

（４）自動車重量税・譲与税制度のあり方 

 

自動車重量譲与税の見直しについても、平成 25 年度与党税制改

正大綱は提起しているが、その約 4割が市町村に譲与されているこ

とを考慮すれば、自動車重量譲与税収の減少につながるような安易

な負担軽減の方向での見直しは行うべきでない。 

また、前述のとおり、排出ガス（ＮＯｘ・ＰＭ）規制を考えるに

当たっては、自動車重量税の一部が公害健康被害補償制度の財源の

一部になっていることにも配慮が必要である。 
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５ 円滑な制度移行のための経過措置等について 

 

（１）円滑な制度移行について 

 

民間投資活性化等のための税制改正大綱は、自動車取得税及び自

動車重量税の見直しについて、経済情勢に配慮する観点から、消費

税率引上げの前後における駆け込み需要及び反動減の緩和も視野

に入れることを求めている。こうした観点からは、平成 26 年４月

及び平成 27年 10月に予定されている消費税率の引上げ時期に加え、

現行のエコカー減税の期限が平成２７年３月に到来することも考

慮に入れて、各制度切替えのタイミングに応じ、駆け込み需要と反

動減を緩和する経過措置を検討すべきである。ただし、課税庁の実

務や納税者等が混乱することのないよう円滑な切替えへの配慮も

必要である。 

 

（２）消費税８％段階の措置について 

 

関連業界からは、消費税が８％に引き上げられる段階において、

自動車取得税の税率を３％引き下げることが要望されているが、単

純な税率引下げは、現在、エコカー減税が適用されていない環境性

能に劣る車の取得時の負担を、一律に引き下げる効果をもつもので

あり、環境インセンティブの面から問題がある。また、税率の引下

げはその効果が、高額の高級車ほど大きいことにも留意すべきであ

る。 

 

そのような観点からは、日常生活で重要な役割を果たしている自

動車については、燃費等の環境性能も高いことにも着目し、８％段

階では、将来の環境性能等に応じた課税への円滑な移行も視野に入

れて、現在の免税点に加えて、一定の燃費基準を満たしている自動

車への基礎控除額の導入等によるエコカー減税の拡大を行えば、駆

け込み需要と反動減の緩和につながるものと考えられる（基礎控除

額未満の低価格の自動車の場合、消費税率の引上げ後の方が、税負
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担が軽減されることになる）。 

 

（３）エコカー減税の期限の到来時の対策について 

 

平成 26年度(平成 27年 3月)で期限が到来する自動車取得税のエ

コカー減税については、その基準となっている省エネ法に基づく平

成 27 年度基準の基準年度を迎えることから、既に導入が決定され

ている平成 32 年度燃費基準も考慮に入れ、その基準の引上げを行

うべきである。そのことが、消費税（国・地方）の 10％への引上

げに伴う駆け込み需要と反動減の緩和につながると考えられる。 

 

（４）環境性能等に応じた課税等の実施時期について 

 

環境性能等に応じた課税の実施時期については、環境インセンテ

ィブの確保の観点とともに、消費税（国・地方）の 10％への引上

げに伴う駆け込み需要と反動減の緩和も視野に入れて検討すべき

であり、平成 27 年度における自動車取得税のエコカー減税の見直

しと併せて検討すべきである。 

 

（５）その他 

 

税制によって、上記のような駆け込み需要と反動減の緩和策を講

じた上で、なお、我が国の産業政策上対策が必要ということであれ

ば、歳出面において、エコカー補助金等の財政措置を講ずることも

考えられる。 
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おわりに 

 

車体課税の見直しに当たっては、税制抜本改革法及び平成 25 年

度与党税制改正大綱の規定を踏まえ、国及び地方を通じた関連税制

の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政

にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減及びグリーン化の観点から見

直しを行わなければならない。そのため、本検討会は、上記の視点

を一連としてパッケージでとらえ、同時に答え得るような回答を導

き出したと考えている。 

本検討会の意見が今後の地方税制改正の議論に活かされること

により、地方税のあるべき姿の実現に資するよう期待したい。 
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「自動車関係税制のあり方に関する検討会」開催要綱 

 

１．趣  旨 

平成 25年度与党税制改正大綱において示された自動車関係税制の見

直しに関し、地方財政審議会に「自動車関係税制のあり方に関する検

討会」を設置し、平成 26 年度税制改正に向けて、専門的検討を行う。 

 

２．名  称 

 本検討会は、「自動車関係税制のあり方に関する検討会」（以下「検

討会」という。）と称する。 

 

３．委  員 

地方財政審議会委員に加え、新たに、別紙の関連する分野の学識経

験者や地方公共団体関係者を地方財政審議会令第２条に基づく「特別

委員」（総務大臣任命）とし、検討会を構成する。 

また、会長は、委員以外の者をオブザーバーとして参加させること

ができる。 

 

４．運  営 

（１）会長は、検討会を召集し、主宰する。 

（２）会長は、必要に応じ、関係団体等に出席を求めることができる。 

（３）庶務は、都道府県税課及び市町村税課において行う。 

（４）検討会は、公開しないが、検討会終了後、配付資料を公表する

とともに、必要に応じブリーフィングを行う。また、速やかに研

究会の議事概要を作成し、これを公表するものとする。 
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自動車関係税制のあり方に関する検討会委員 

 

（地方財政審議会委員） 

 神野 直彦（会長） 

 鎌田 司 

 熊野 順祥 

 小山登志雄 

 中村 玲子 

 

（特別委員） 

 上村 敏之  関西学院大学経済学部教授 

 大塚 直   早稲田大学法務研究科教授 

 柏木 恵   税理士・キヤノングローバル戦略研究

所主任研究員 

 小西 砂千夫 関西学院大学人間福祉学部教授 

 佐藤 英明  慶應義塾大学法科大学院教授 

 勢一 智子  西南学院大学法学部教授 

諸富 徹   京都大学大学院経済学研究科教授 

宗田 友子  東京都主税局税制部長 

       （※H25.7 より東京都主税局総務部長） 

 鈴木 栄   横浜市財政局主税部長 

 

（オブザーバー） 

 丸山 浩司  全国知事会事務局次長 

 天野 勝司  全国市長会財政部長（※第１回～第２回） 

 下河内 司  全国市長会事務局次長（※第３回～第 10回） 

 長江 哲   全国町村会事務局次長（兼）財政部長 

  

別 紙 

（敬称略） 
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自動車関係税制のあり方に関する検討会開催日程等 

 

第１回：平成 25年５月 31日（金） 

（１）検討会の運営について 

（２）今後の検討会の進め方について 

（３）自由討議 

第２回：平成 25年６月 27日（木） 

（１）過去に開催した車体課税関係検討会における議論について 

（２）自由討議 

第３回：平成 25年７月 12日（金） 

（１）第１回及び第２回検討会で寄せられた質問等に対する説明について 

（２）自由討議 

第４回：平成 25年７月 26日（金） 

国土交通省、環境省及び経済産業省からのヒアリング 

第５回：平成 25年８月 30日（金） 

（１）これまでの議論を踏まえた論点の整理について 

（２）自由討議 

第６回：平成 25年９月 13日（木） 

（１）これまでの議論を踏まえた論点の整理について 

（２）自由討議 

第７回：平成 25年９月 27日（金） 

（１）各論点の方向性について 

（２）自由討議 

第８回：平成 25年 10月４日（金） 

（１）各論点の検討の方向性について 

（２）自由討議 

第９回：平成 25年 10月 17日（木） 

（１）自動車関係税制のあり方に関する検討会報告書骨子（案）について 

（２）自由討議 

第 10回：平成 25年 10月 31日（木） 

（１）自動車関係税制のあり方に関する検討会報告書（案）について 

（２）自由討議 
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参考図表 



注１　地方揮発油税（国税）も併せて課税されている。

注２　下線を付した税目は、車体課税。

　軽自動車

　ガソリン車

　ディーゼル車

軽自動車税

（地方税）

（地方税）

取　得 走　行

自動車重量税自動車取得税 自動車税 揮発油税 (注1)

（国税）

揮発油税 (注1)

（国税）

軽油引取税

（地方税）

保  有 利　用

（国税）（地方税）

自動車関係諸税 

図表1 



総排気量2000ccの自動車の取得に係る税率の比較 
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・ ★が付されている国では、取得課税と一般消費税が併課されている。 

・ 欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）「TAX GUIDE」を基に作成。 
・ 「付加価値税率」については「TAX GUIDE 2012」により、「取得課税率」については「TAX GUIDE 2008」により、それぞれ作成。 

5.0% 
5.0% 5.0%（消費税引上げ分） 

図表２ 

（未定稿）



1.48% 1.75% N.A. 1.65% 0.86% 1.37% 0.95% 1.14% 1.67% 1.17% 1.59% 0.73% 0.97% 1.26% 0.67%

　取得課税 0.16% 0.11% 0.77% 0.53% 0.10% ― 0.11% 0.25% 0.07% 0.34% 0.36% 0.06% ― ― 0.04%

　保有課税 0.56% 0.41% 0.58% 0.37% 0.07% 0.34% 0.69% 0.64% 0.43% 0.61% 0.23% 0.26% 0.41% 0.40% 0.51%

　付加価値税（車体等） 0.76% 1.23% N.A. 0.74% 0.70% 1.03% 0.15% 0.25% 1.17% 0.22% 1.00% 0.40% 0.56% 0.86% 0.11%
（注２）

1.80% 1.78% 0.99% 1.86% 1.66% 1.60% 1.87% 1.64% 2.02% 1.30% 1.45% 1.73% 1.53% 1.86% 0.89%
（注３）

3.27% 3.53% N.A. 3.51% 2.52% 2.97% 2.81% 2.78% 3.69% 2.47% 3.04% 2.46% 2.50% 3.12% 1.56%

（注３）日本の燃料課税については、燃料に係る個別間接税と付加価値税（燃料）の合計額である。

（注２）日本の付加価値税（車体等）については、日本自動車工業会資料による。

オランダ
（2010年）

スペイン
（2010年）

フランス
（2009年）

フィンランド
（2010年）

（出典）ACEA "TAX GUIDE 2012"、OECD "National Accounts 2003-2010"、IEA統計資料

ギリシャ
（2010年）

スウェーデン
（2010年）

イギリス
（2010年）

（注１）GDPについて、欧州諸国は2010年の値、日本は2012年度の値（2012年度予算ベース）。

  合計

ベルギー
（2010年）

ドイツ
（2010年）

オーストリア
（2010年）

デンマーク
（2010年）

（参考）日本
（2012年度）

　燃料課税

ポルトガル
（2011年）

アイルランド
（2011年）

イタリア
（2010年）

　車体課税

欧州諸国における車体課税・燃料課税に係る税収（対GDP比）の国際比較
[ACEA（欧州自動車工業会） "TAX GUIDE 2012"より作成]

※財務省資料 
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自動車重量税  ７，５５１億円 
 （国税） 

自動車取得税  １，６７８億円 
（都道府県税）

407/1,000 

95/100×7/10 
＋（指定市管理の

国県道分）

平成23年度決算 

計 ９，２２９億円

自動車取得税・自動車重量税と地方財政

（市町村分） ３，０７３億円 

（市町村分） １，１５３億円

【（都道府県分） ５２５億円】

地方財源 ４，７５１億円   
（うち都道府県分 ５２５億円）
（うち市町村分 ４，２２６億円）

３，６９２億円 

２，９６０億円 

【１，２８７億円】

計  ７，９３９億円
（１，２８７億円）
（６，６５２億円）

＜自動車取得税交付金＞

○ 自動車重量税及び自動車取得税の収入のうち、半分強（５,０００億円）は、地方の

財源（特に市町村にとって貴重な安定財源）。 

（参考）
平成19年度決算 

（エコカー減税導入前）

＜自動車重量譲与税＞

⑲決算 １５，３４５億円
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自動車取得税・自動車重量税と市町村財政（具体例）

（平成23年度決算値、単位：百万円）

地方税等
（Ａ）

自動車重量
譲 与 税

＋
自動車取得税

交 付 金
（ Ｂ ）

（Ｂ）/（Ａ） 

１ 北海道音威子府村 173 52 30.1% 

２ 北海道幌加内町 271 78 28.8% 

３ 宮崎県諸塚村 387 108 27.9% 

４ 熊本県産山村 163 40 24.5% 

５ 福島県昭和村 131 31 23.7% 

６ 福島県葛尾村 82 19 23.2% 

７ 長野県栄村 279 64 22.9% 

８ 北海道中頓別町 253 58 22.9% 

９ 北海道剣淵町 427 97 22.7% 

10 北海道和寒町 456 102 22.4% 

※ 「地方税等」とは、地方税、地方譲与税、税交付金の合計である。

○ 率の大きい市町村○ 額が大きい市

自動車重量
譲 与 税

＋
自動車取得税

交 付 金

１ 横浜市 8,848 

２ 大阪市 6,547 

３ 名古屋市 6,514 

４ 札幌市 4,541 

５ 神戸市 3,889 

６ 浜松市 3,339 

７ 川崎市 3,236 

８ 京都市 3,189 

９ 福岡市 3,126 

10 広島市 2,778 
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人口一人当たりの税収額の指数（平成23年度決算額）
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１．６兆円
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大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国

自動車取得税

最大／最小： ３．３倍
０．２兆円

※「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口一人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。
（注１） 自動車税の税収額は、超過課税分を除いた額である。
（注２） 自動車取得税の税収額は、平成21年度改正前の目的税分を含み、超過課税分を除いた額である。

（注３） 人口は、平成24年３月31日現在の住民基本台帳人口による。  

図表６ 



年
度 

地方分計 
（A+B） 

自動車取得 
税収（A） 

自動車重量 
譲与税収（B) うち市町村分計 

（A’＋B） 
うち自動車取得税 

交付金（A’) 

14 7,012 5,673 4,191 2,852 2,821 

15 8,072 6,699 4,473 3,100 3,599 
（譲与率の引上げ 1/4  ⇒ 1/3） 

16 8,262 6,923 4,509 3,170 3,753 

17 8,310 6,949 4,528 3,167 3,782 

18 8,291 6,972 4,570 3,251 3,721 

19 7,938 6,651 4,247 2,960 3,691 

20 7,287 6,227 3,663 2,603 3,624 

21 5,580 4,855 2,310 
（エコカー減税創設） 

1,585 3,270 

22 4,997 4,463 1,916 1,382 3,081 
（譲与率の引上げ 1/3  ⇒ 407/1000） 

23 4,758 4,233 1,678 1,153 3,080 

24 4,952 4,375 2,068 
（エコカー減税継続） 

1,491 2,884 

自動車取得税収・自動車重量譲与税収の推移

自動車取得税収の約７割は
市町村の財源

（備考）平成23年度までは決算額、 
  平成24年度は地方財政計画額である。 

（単位：億円）

自動車重量税収の約４割は
市町村の財源
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平成25年度与党税制改正大綱に対する地方六団体共同声明（抄） 

「平成25年度与党税制改正大綱」について 

１ 自動車取得税について 
 自動車取得税については、消費税８％の段階でエコカー減税の拡充などグリーン化を強化
し、消費税10％の時点で廃止する方向で改革を行うことは明記する一方、その代替財源につ
いては、消費税10％段階で自動車税において新たな課税を実施するなど、地方財政へは影響
を及ぼさないとの方向が示されているものの、その具体的な措置が明記されなかったことは、
誠に遺憾である。 
 自動車取得税は、道路特定財源として創設され、平成21年度に一般財源化された以降も、
それを大きく上回る道路の維持・整備費の貴重な財源となっており、道路や橋梁、トンネル
などの老朽化に対する安全確保が求められる今日、都道府県及び市町村の重要税源として不
可欠なものとなっている。 
 平成26年度税制改正に向けた検討に当たっては、地方団体の意見を十分踏まえ、都道府県
及び市町村に減収が生ずることのないよう、地方税又は少なくとも地方譲与税による安定的
な税財源を確保するべきであり、この措置が同時に実施されない限りは、自動車取得税は廃
止するべきではないことを強く求める。 

平成25年１月24日 
地方六団体 

   全 国 知 事 会 会 長   
全国都道府県議会議長会会長   

全 国 市 長 会 会 長   
全 国 市 議 会 議 長 会 会 長   
全 国 町 村 会 会 長   
全 国 町 村 議 会 議 長 会 会 長   

山田 啓二 
山本 教和 
森  民夫 
関谷  博 
藤原 忠彦 
髙橋  正 
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GDP 比 
（ ％ of GDP） 

税収構成比 
( ％ of tax revenue ) 

日本 １．７ ６．４ 

アメリカ ０．９ ３．５ 

イギリス ２．６ ７．３ 

ドイツ ２．５ ７．３ 

フランス ２．１ ４．９ 

イタリア ３．０ ７．２ 

カナダ １．２ ３．７ 

OECD 平均 １．８ ５．８ 

課    税    対    象 日 本 

エネルギー物品（Energy products） ４８,４６０ 

輸送目的 ４０,５７０ 

うち、ガソリン ２９,６７９ 

生活上の使用目的 ７,８９０ 

化石燃料 ４,４４３ 

電気 ３,４４７ 

自動車、その他輸送手段 
（Motor vehicles and transport） 

２９,０８４ 

取引課税 ４,１９９ 

保有課税 ２４,８８５ 

OECD 環境統計 － 環境関連歳出と税制 （抄） 

（ OECD “Environmental Data － Environmental Expenditure and Taxes” ） 

２００４年 （％） 

表４A  環境関連税制の内訳 （抄）
( Structure of Revenues from Environmentally Related Taxes )

表４B  環境関連税制の税収 （抄）
( Trends in Revenues from Environmentally Related Taxes ) 

２００４年 （百万ドル） 

● 軽油引取税
● 石油ガス税
● 航空機燃料税

● 揮発油税
● 地方道路税

● 石油石炭税

● 電源開発促進税

● 自動車取得税

● 自動車重量税
● 自動車税
● 軽自動車税
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内　　　　　　　容

１． 課 税 主 体 　都道府県

２． 納税義務者 　自動車の取得者

３． 課 税 客 体 　自動車の取得（二輪の小型自動車、二輪の軽自動車、大型特殊及び小型特殊自動車を除く）

４． 課 税 標 準 　自動車の取得価額

５． 税 率 　自家用自動車（軽自動車除く）　５％（当分の間の措置　本則は３％）

　営業用自動車及び軽自動車　　　３％

６． 免 税 点 　５０万円（H30.3.31まで。本則は１５万円）

７． 交 付 金 　都道府県に納付された税額の１００分の９５のうち、１０分の７を市町村（特別区含む）に交付

　（更に政令指定都市には、国・県道管理分として、政令市特例分が交付されている）

８． 税 収 　１，９００億円（平成２５年度地方財政計画額）

９． 沿 革 　昭和４３年　都道府県及び市町村の道路に関する費用に充てるため、目的税として創設（税率３％）

　昭和４９年　自家用自動車（軽自動車除く）に特例税率（いわゆる暫定税率）を導入（３％→５％）

　平成２１年　道路特定財源の一般財源化に伴い、目的税から普通税に改め、使途制限を廃止

　平成２２年　現行の１０年間の暫定税率は廃止した上で、当分の間、現在の税率水準を維持

項　　目

自動車取得税の概要 図表10 



自動車取得税の沿革① 

○昭和２２年 自動車税の課税対象に自動車の取得を追加

  自動車税は自動車の保有に対して課税されていたが、自動車の取得に対しても課税されることとされた。 

○昭和２５年 自動車税における自動車の取得に対する課税の廃止

 シャウプ勧告を受けた地方税制の改革により現在の地方税法が制定された際、自動車税の課税対象から自

動車の取得が除外された。 

 その後、地方財政の悪化と財政再建に伴い、都道府県において各種の法定外普通税が設けられたが、その

一つとして自動車の取得について課税を行う府県が現れ、昭和４３年当時では三重県、京都府、徳島県、愛

媛県が課税を行っていた。 

○昭和４３年 自動車取得税創設

 地方道の整備の立ち遅れから道路整備の緊急性と道路目的財源における国、地方配分の状況を勘案して自

動車取得税を創設。 

※ 政府税調において、著しい自動車の増加と道路整備の必要性との関連、自動車による道路使用と道路整備の密接な受

益関係に着目し、自動車の取得者に取得の際の担税力に応じて負担を求める自動車取得税を創設すべきとの答申が行わ

れた。 

○昭和４９年 自動車取得税率の引き上げ

 地方道路財源の充実を図るため、資源節約、消費抑制といった社会的要素も踏まえ、軽自動車以外の自家

用自動車を３％→５％に引き上げ。 

図表11 



自動車取得税の沿革② 

○昭和６３年 消費税導入時の議論

 消費税の導入にあたって地方間接税の多くが調整されたが、自動車関係諸税については見送られた。昭和６３年４月

の「税制改革についての中間答申」によると、道路特定財源の一般財源化については、「財政需要の優先度等を含め、

財政の資源配分調整機能を有効に活かす見地から、幅広く検討を行う必要がある。」とされ、自動車関係諸税の簡素化

については、「現行税体系は、自動車の取得、保有、燃料の消費に着目して各種の税を課すこととしており、これに

よって全体として適正な税負担が実現されると考えられること等から現行税制には理由があるものと考えられる。」と

された。 

○平成２１年 自動車取得税の一般財源化・エコカー減税の創設

  「道路特定財源の一般財源化等について」（平成20年12月8日政府・与党決定）において、「平成２１年度予算におい

て道路特定財源制度を廃止することとし、（略）地方税法などの所要の改正を行う。」とされたことに伴い、自動車取

得税についても、目的税から普通税に改められ、使途制限が廃止された。 

 一方、自動車の買換え・購入需要を促進するとともに、低炭素社会の実現を目指すため、環境性能の優れた新車の取

得について、３年間の時限的軽減措置を講ずる（エコカー減税）こととされた。 

○平成２２年 自動車取得税の暫定税率の廃止

  現行の１０年間の暫定税率は廃止した上で、当分の間、現在の税率水準を維持することとされた。 

○平成２４年 エコカー減税の延長

 最新の燃費基準に切り替えを行うとともに、環境性能の極めて優れた自動車の負担軽減に重点化し、３年延長した。 

図表11 



内　　　　　　　容

１． 課 税 主 体 　都道府県

２． 納税義務者 　自動車の所有者

３． 課 税 客 体 　自動車(二輪の小型自動車､軽自動車､大型特殊及び小型特殊自動車を除く)

４． 税 率 ＜標準税率＞

　自動車の種別、排気量等ごとに設定　　【例】自家用乗用車（1,500cc超2,000cc以下）　39,500円

＜制限税率＞

  標準税率の1.5倍

＜グリーン化による特例税率＞（平成１３年創設）

排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車は税率を軽減し、新車新規登録から一定
年数を経過した環境負荷の大きい自動車は税率を重くする特例措置（いわゆる「自動車税のグリーン
化」）

５． 納 期 　５月中において､都道府県の条例で定める。

６． 税 収 　１兆５,４９７億円（平成２５年度地方財政計画額）

７． 沿 革 　昭和２５年　創設

　昭和３３年　課税客体から軽自動車を除外（軽自動車税の創設）

　昭和５４年　普通乗用車の税率区分の変更（軸距→排気量）

　　※昭和２８年以降、１１回の税率の改正あり

項　　目

自動車税の概要 
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自動車税の沿革① 

○明治６年 車税（国税）創設
  馬車、人力車等が課税対象（明治１３年自転車を課税対象に追加） 

○明治２９年 雑種税（地方税）創設
   車税を廃止し、地方税（道府県税）として「雑種税」を創設 

○昭和１５年 自動車税創設
自動車税（道府県税）が創設され、自転車税・荷車税・自動車附加税が市町村税として創設 

○昭和２２年 自動車税の課税対象に自動車の取得を追加
自動車の保有及び取得に対して課税 

○昭和２５年 現行の自動車税創設
  シャウプ勧告を受けた地方税制の改革により現在の地方税法が制定。自動車税の課税対象から自動車の取

得が除外され、自動車附加税（市町村税）が廃止 

○昭和２８年 自動車税率の引き上げ
  ５０％程度引き上げ → 諸物価の騰貴、国民所得の伸長等を勘案 

図表13 



○昭和２９年 自動車税率の引き上げ等
（税率改正）

  乗用自家用車 → 営業用自動車の２倍に引き上げ 
  揮発油以外の燃料車 → ７０％程度引き上げ 

（区分の創設） 
  トラック、三輪小型自動車に自家用、営業用の区分を創設 

→揮発油税との負担均衡、輸入外車の増加、地方の道路建設・維持費の増加、固定資産税との負担均衡等
を考慮 

○昭和３３年 軽自動車税の課税権を市町村に移譲（軽自動車税の創設）
  軽自動車税が創設される一方で、自転車荷車税（旧自転車税・旧荷車税）を廃止 

○昭和４８年 自動車税の納期の一本化
  自動車税の納期について、４月及び１０月の年２回から５月の年１回に簡素化（昭和４９年４月１日から
施行） 

○昭和５１年 自動車税の税率を引き上げ・制限税率の設定
  自家用自動車の税率を概ね３０％、営業用自動車の税率を概ね１５％引き上げ 

→自動車販売価格の上昇（３０～６７％）、道府県における道路事業費の一般財源充当比率が約６倍
（昭和４０年→昭和４９年） 

  他税目との均衡上、標準税率の１．２倍とする制限税率を設定 
  →国税、地方税を通した自動車に関する総合的な税負担の適正化 

自動車税の沿革② 
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○昭和５４年 自動車税の税率の引き上げ・税率区分の変更
（税率の引き上げ）

自家用自動車 → １０％引き上げ 
営業用自動車 → 据え置き（一般乗合バスを除く営業用バスは５％引き上げ） 
→自動車販売価格の上昇、道路維持関係経費の増大等による（営業用自動車は、物価等 
 への影響、公共輸送機関としての性格を考慮して据え置き又は５％に留める） 

（税率区分の変更）税率区分を軸距→排気量に変更  
 乗用車の多様化による自動車性能の正確な反映、物品税の軸距による税率区分の廃止、自  
動車登録ファイルをもとに課税する実務上の便宜等を考慮 

○平成元年 普通乗用自動車に係る税率の改正
小型自動車と普通自動車の間の税率引き上げ幅を大幅に縮小 

  →普通自動車の需要が急速に拡大したことによる 
  →普通自動車を日本に輸出している諸外国からガット規定違反であるとの指摘があったことによる 

○平成１３年 自動車税のグリーン化制度の創設
排出ガス及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車は税率を軽減し新車新規登録から一定年数を経過した

環境負荷の大きい自動車は税率を重くする特例措置を講じた（税収中立を前提）。 

・軽減（軽減期間：新車新規登録の翌年度から２年間） 
  →電気自動車・天然ガス自動車・メタノール自動車･･･標準税率より概ね５０％軽減 
  →低排出ガス認定車（☆～☆☆☆）かつ低燃費車･･･標準税率より概ね１３％～５０％軽減 

・重課 
  →新車新規登録から１１年超のディーゼル車、１３年超のガソリン車 

･･･標準税率より概ね１０％重課 

自動車税の沿革③ 
図表13 



○平成１５年 自動車税のグリーン化対象の見直し
自動車税のグリーン化に伴う軽減措置による減収額が、当初見込みを大幅に上回る状況等を踏まえ、軽減

対象の重点化を図った。 

○平成１６年 自動車税のグリーン化対象の見直し
１５年度改正後も、軽減措置による減収額が重課による増収額を大幅に超過する状況を踏まえ、引き続き

軽減対象の重点化を図った。 

○平成１７年 県域を越える自動車の転出入に係る月割計算の廃止
  県域を越える自動車の転出入（移転登録・変更登録）について、当該年度の末日に当該転出入があったと
みなして月割計算を廃止（平成１８年４月１日以降の自動車の転出入から適用） 

○平成１８年 自動車税のグリーン化対象の見直し・制限税率の引き上げ・徴収方法の変更
（グリーン化の見直し）

１６年度改正後も、軽減措置による減収額が重課による増収額を大幅に超過する状況を踏まえ、引き続
き軽減対象の重点化を図った。 

（制限税率の引き上げ） 
標準税率の１．５倍に引上げ  →地方分権の推進、課税自主権の拡大 

（徴収方法の変更） 
移転登録に伴い月割計算によって課税される場合の徴収方法を証紙徴収→普通徴収に変更 

自動車税の沿革④ 
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○平成２０年 自動車税のグリーン化対象の見直し・納税確認機会の拡大
（グリーン化の見直し）

環境負荷の小さい自動車の普及状況を踏まえ、引き続き軽減対象の重点化を図った。 

（納税確認機会の拡大） 
継続検査時に行っている自動車税の納税確認について、構造等変更検査時にも行うこととした（平成２

２年４月１日から施行）。 

○平成２２年 自動車税のグリーン化対象の見直し
  環境負荷の小さい自動車の普及状況を踏まえ、「★★★★車かつ燃費基準＋１５％達成車」を対象から除
外した。また、プラグインハイブリッド自動車を軽減対象に追加した。 

○平成２４年 自動車税のグリーン化対象の見直し
  軽課における燃費基準の最新基準への切り替えを行うとともに、重課の対象からガソリンハイブリッド 

自動車を除外した。 

自動車税の沿革⑤ 
図表13 



軽自動車税の概要

１ 課税団体 市町村

２ 課税客体 軽自動車、二輪の小型自動車、原動機付自転車、小型特殊自動車

３ 納税義務者  軽自動車等の４月１日現在の所有者

４ 標準税率

６ 徴収方法 普通徴収（月割課税なし）

７ 税収見込 １，８５２億円（平成２５年度地方財政計画）

区 分 年  税  額 

原動機付自転車
(125cc以下) 

イ 総排気量50cc以下のもの又は定格出力0.6kw以下のもの（ニに掲げるものを除く） 1,000円 

ロ 二輪のもので 

  総排気量50cc超90cc以下のもの又は定格出力0.6kw超0.8kw以下のもの 
1,200円 

ハ 二輪のもので 

  総排気量90cc超のもの又は定格出力0.8kw超のもの 
1,600円 

ニ 三輪以上のもので 

  総排気量20cc超のもの又は定格出力0.25kw超のもので一定のもの 
2,500円 

軽自動車 

(660cc以下) 

及び 

小型特殊自動車 

イ 二輪のもの（側車付きのものを含む。）（125cc超250cc以下） 2,400円 

ロ 三輪のもの 3,100円 

ハ 四輪以上のもの 

乗用のもの   営業用 

 自家用 

貨物用のもの  営業用 

 自家用 

5,500円 

7,200円 

3,000円 

4,000円 

二輪の小型自動車(250cc超) 4,000円 

５ 制限税率 標準税率の１．５倍
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軽自動車税の沿革 

○ 昭和１５年 市町村税として自転車税、荷車税が法定される

○ 昭和２９年 自転車税と荷車税を市町村税の自転車荷車税へ統合

○ 昭和３０年 道路運送車両法施行規則の改正により、軽自動車とされていた90cc超え120cc以下の二輪
を原動機付自転車として区分 

○ 昭和３３年 零細課税を整理する観点から市町村税の自転車荷車税を廃止うち原動機付自転車は存続
させ、道府県税から二輪の小型自動車及び軽自動車の移譲を受け、市町村税として新たに 
軽自動車税を創設 

○ 昭和３８年 道路運送車両法の改正により、軽自動車に含まれていた農耕作業用自動車及び特殊作業用
自動車を新しく小型特殊自動車として区分 

○ 昭和５１年 制限税率1.2倍を設定

○ 昭和６０年 原動機付自転車の区分の中にミニカー（一定の三輪以上）の細目を新設

○ 平成１８年 制限税率を1.5倍に引き上げ

昭和15年 

・普通自転車 
・原動機付自転車 
 （※） 

○自転車税

・荷積牛馬車 
・荷積大車 
・荷積小車 
・リヤカー 

○荷車税

・普通自転車 
・原動機付自転車 
（昭和30年から90cc越  
え125cc以下の二輪 

 も原付として区分） 

・荷積牛馬車 
・荷積大車 
・荷積小車 
・リヤカー 

○自転車荷車税

昭和29年 昭和33年 

○軽自動車税

（参考）課税客体の変遷 

統合 

廃止 

廃止 

道府県税から 

軽自動車税へ 

・軽自動車 
・小型自動車(二輪) 
・原動機付自転車 

・小型特殊自動車 

昭和38年に区分 

※原動機付自転車については、昭和27年の道路交通取締法 
改正により、自動車税から自転車税へ委譲された。 
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（単位：円）

昭和２５年度 昭和２８年度 昭和２９年度 昭和３０年度 昭和３３年度 昭和３６年度 昭和３７年度 昭和４０年度 昭和５１年度 昭和５４年度 昭和５９年度 昭和６０年度

500
500 650 700 1,000

800 800 1,000 1,100 1,200

700 1500
1,000 1,000 1,300 1,450 1,600

- - - - - - - - - - - 2,500

1,500 2,000 2,200 2,400

2,000 2,600 2,850 3,100

営業用 5,200 5,500

自家用 5,900 6,500 7,200

営業用 2,900 3,000

自家用 3,300 3,650 4,000

1,000 1,400 2,500 2,500 3,300 3,650 4,000

営業用 3,000 4,200 8,000 6,000 7,000 7,500

自家用 4,500 7,200 16,000 12,000 18,000 23,500 25,500 29,500

区　　　　　分

原動機付
自転車

(125cc以下)

　50cc以下

500
200 500

　50cc超90cc以下

　90cc超

　ミニカー

　三輪

四輪

乗用 3,000

軽自動車
（660cc以下)

　二輪（側車付を含む）
　（250cc以下）

500 700 1,500

〈参考〉
小型自動車

（1,000cc以下）
乗用

※ミニカーとは、排気量が20cc超50cc以下又は定格出力が0.25kw超0.6kw以下の原動機を有する車で、下記に掲げるもの。
１　輪距が50cm超で３輪以上の車
２　輪距が50cm以下で車室を有する４輪以上の車
３　輪距が50cm以下で側面が解放されていない車室を有する3輪の車

4,500

貨物用 2,500

　　　　二輪の小型自動車（250cc超）

1,500

自動車税(軽自動車） 

都道府県税

自動車税 

自転車荷車税 自転車税 

軽自動車税の標準税率の推移 
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

43 48 51 54 59 1 2 10 15 20 23

年度 

保有台数：万台 

昭和 

検
査
制
度
開
始

（軽
三
輪
・四
輪

規格変更 
長さ3.20ｍ 
幅1.40ｍ 

高さ2.00ｍ 
排気量550ｃｃ 

規格変更 
長さ3.30ｍ 
幅1.40ｍ 
高さ2.00ｍ 

排気量660ｃｃ 

規格変更（現行） 
長さ3.40ｍ 
幅1.48ｍ 
高さ2.00ｍ 

排気量660ｃｃ 

平成 

税率引上げ 

昭和２７年４月 
軽自動車の検査・登録
制度廃止（２輪含む） 

軽自動車税創設時の
規格（昭和３３年） 
長さ 3.00ｍ 
幅1.30ｍ 
高さ2.00ｍ 
排気量 360ｃｃ 

995 

295 

11 

1,458 

262 

2,852 

22 

211 

197 

3,083 

1,019 

728 

2,906 

1,773 

1,107 

※市町村税課税状況調及び道府県税課税状況調より。
※小型自動車（乗用）とは自動車税の課税客体のうち2000cc以下のもの。 
※普通自動車（乗用）とは自動車税の課税客体のうち2000cc超のもの。 

軽自動車の規格等の変遷と保有台数の推移 

小型自動車
（乗用）

普通自動車
（乗用）

軽自動車
（乗用）

図表17 



自動車重量税(国税)の概要 

創設時期 昭和４６年 

課税主体 国 

課税客体 ① 新規検査若しくは予備検査による自動車検査証の交付又は継続検査、臨時検査、分解整備検査若しくは構造等変更検査によ
る自動車検査証の返付を受ける自動車 

② 車両番号の指定を受ける軽自動車

納税義務者 上記の自動車検査証の交付又は返付を受ける者及び車両番号の指定を受ける者 

税  率 ・以下の表は、次世代型自動車(電気自動車、ハイブリッド自動車等)及び平成27年度燃費基準等達成車、経年車(13年超)以外の
自動車に対する税率。 

・次世代型自動車及び平成27年度燃費基準等達成車については本則税率、経年車については、13年超は5,000円／0.5ｔ･年、18年
超は6,300円／0.5ｔ･年の税率が適用される。 

納付方法 時  期：車検時（自動車の種類に応じて１～３年ごと） 

方  法：自動車重量税印紙納付（臨時検査等にあっては現金納付） 

納税地：車検証の交付等の事務をつかさどる運輸支局等 

性  格 権利創設税（車検等によって初めて自動車の運行が可能になるという法的地位に着目） 

税  収 ６,５０９億円（平成２５年度予算額） 

（うち国税分３,８６０億円、譲与税分２,６４９億円） 

割合：２／３は国、１／３を市町村へ譲与（自動車重量譲与税） 

※ 平成２２年度以降は、当分の間、国：５９３／１０００、市町村：４０７／１０００ 

その他 自動車リサイクル法により適正に解体された自動車について、自動車検査証の残存期間に相当する自動車重量税を還付。 

公害健康被害の補償等に関する法律の規定により、国の一般財源分の一部が公害補償対策に充当されている。 

※臨時検査については上記税率の２分の１の税率 

(単位：円) 

区 分 

自家用自動車 営業用自動車 

車 検    有    効    期    間 

１年 ２年 ３年 １年 ２年 ３年 

検査自動車 

 乗用自動車 車両重量0.5tごと   4,100   8,200   12,300   2,600 － － 

 バ ス 車両総重量１tごと   4,100 － －   2,600 －  － 

 トラック（車両総重量2.5t超） 〃   4,100  8,200 －   2,600   5,200 － 

 トラック（車両総重量2.5t以下） 〃   3,300   6,600 －   2,600   5,200 － 

 特種用途自動車 〃   4,100  8,200 －   2,600   5,200 － 

 小型二輪 一両につき   1,900   3,800   5,700   1,500   3,000   4,500 

 軽自動車 〃   3,300   6,600  9,900   2,600   5,200 － 

届出軽自動車 
 軽二輪 一両につき   4,900   4,100 

 その他 〃  9,900  7,800 
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１ 創設年度 昭和４６年度

２ 譲与総額 自動車重量税収入額の４０７／１０００（当分の間） 

３ 譲与団体 全市町村（特別区含む） 

４ 譲与基準
１／２ 市町村道の延長 

１／２ 市町村道の面積 

５ 使途 条件・制限無し（平成20年度までは道路に関する費用）

６ 譲与時期 ６・１１・３月 

７ 譲与額 ２，６９６億円（Ｈ25年度地方財政計画額）

自動車重量譲与税の概要

（参考） 自動車重量税の概要

１ 課税物件 検査自動車等 

２ 納税義務者 自動車検査証の交付等を受ける者及び車両番号の指定を受ける者 

３ 課税標準 検査自動車及び届出自動車の数量 

４ 税率 自動車により異なる（例：自家用乗用自動車(2年) 8,200円／0.5t） 

５ 税収 ６，５０９億円（Ｈ25年度予算額） 
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車体課税について 

税 目 課税の着眼点 税の性格 税収 配分 

自動車税 
（都道府県税） 

総排気量 
（乗用車） 

・自動車を所有していることに担税力をみいだして
課する財産税的性格 

（道路を使用することによる道路損傷負担金的性格
もある。） 

1兆5,677億円 都道府県 

１兆6,254億円 

自動車取得税 
（都道府県税） 

取得価額 

・権利の取得、移転に担税力を認めて課される流通
税であるとともに、自動車の取得が一種の資産形
成としての性格を有することにも着目 

・自動車ユーザーが道路整備、救急等に係る地方行
政サービスを受けることによる受益者負担金的性
格及び原因者負担的性格 

2,068億円 

うち市町村交付 

1,491億円 

市町村 

6,185億円 
軽自動車税 
（市町村税） 

車両の種別 

・軽自動車等を所有していることに担税力をみいだ
して課する財産税的性格 

（道路を使用することによる道路損傷負担金的性格
もある。） 

1,810億円 

自動車重量税 
（国税） 

車両重量 

・自動車が車検を受けることにより、走行可能にな
るという法的地位を得ることに対して課される権
利創設税 

・自動車の走行に伴う道路損壊、CO２排出、大気汚
染等の社会的費用を考慮し、自動車ユーザーが道
路整備等により受益していることを踏まえて課税 

※重い車ほど道路を損壊 

7,032億円 

うち地方譲与 

2,862億円 
国 

4,170億円 

注：「税収」及び「配分」は、国分については平成24年度予算額、地方分については平成24年度地方財政計画額。 
「関連する支出」は、国分については平成24年度予算額、地方分については平成22年度決算額等。 

関連する主な支出 

【都道府県】 

・国道・都道府県道関係 2兆718億円 
  新設・維持補修、点検 
  除排雪        等 

・農道・林道関係 1,521億円 

・交通安全対策  5,910億円 
  横断歩道橋、道路標識等設置 
  交通安全運動 等 

・交通違反取締  4,065億円 

・大気汚染対策 
公害対策経費 6,064億円の一部    等 

【市町村】 

・市町村道関係(※)   1兆5,667億円 
  新設・維持補修、点検 
  除排雪 等 

・農道・林道関係 1,225億円 

・救急   2,130億円 
  交通事故発生時の出動 

  患者の搬送 等 

・大気汚染対策 
  公害対策経費１兆7,116億円の一部    等 

・道路関係  1兆2,579億円 

（注）この他、社会資本総合整備交付金 
 （1兆4,395億円）地域自主戦略交付金
（6,754億円）の相当部分が道路整備 

  に充てられている。 

・大気環境の保全 
2,228億円（エネ特含む） 

・公害健康被害の補償対策 
88億円   等 

※ 「市町村道関係」には、政令市が管理を行う 
  国道及び都道府県道に関する経費を含む。 
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年度 
自動車 

取得税収 
自動車 

重量税収 
合計 備考 

うち地方分 

17 4,528 11,361 15,889 8,310 

18 4,570 11,024 15,594 8,291 

19 4,247 11,098 15,345 7,938 

20 3,663 10,756 14,419 7,287 

21 2,310 9,527 11,837 5,580 ・エコカー減税の創設【取得税・重量税】 

22 1,916 7,530 9,446 4,997 
・当分の間税率引下げ、地方譲与割合の引上げ
（1/3 → 407/1000）【重量税】 

23 1,678 7,551 9,229 4,758 

24 2,068 7,032 9,100 4,952 
・エコカー減税の継続【取得税】 
・当分の間税率引下げ、エコカー減税の継続・拡
充【重量税】 

自動車取得税・自動車重量税の負担軽減

注：平成23年度までは決算額、平成24年度は国分については予算額、地方分については地方財政計画額である。 

（単位：億円）

○ エコカー減税の創設等により、既に、国・地方合わせて、消費税率引上げ分を超える

約6,800億円（15,889億円(平成17年度) →9,100億円(平成24年度)）の負担軽減を実施済。 

○ なお、自動車販売業界の総売上高は、11兆3,378億円。 （出典）自販連ホームページ
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28% 7% 37% 28% 20% 5% 41% 34%45% 10% 25% 20%

（注）同じ重量クラス・排気量クラス、車両価格（税抜）200万円の車の場合。なお、取得税の課税標準基準額を車両価格の90％、店頭販売価格を車両価格の90％と想定。 

○ 仮に、自動車取得税を単純に引き下げ、廃止した場合、エコカー減税対象車の税負担が高まることか

ら、現行制度と比べて、より環境性能が劣る自動車（非エコカー）を選択するインセンティブが高くなる。 

現行からのエコカー減税縮小分（万円）

非課税車 75%減税車 50%減税車 減税対象外 

2014年４月～ 5.4 4.1 2.7 0.0 

2015年10月～ 9.0 6.8 4.5 0.0 

全ての車 

2014年４月～ 5.4 

2015年10月～ 9.0 

エコカー   非エコカー

税負担増 

非エコカー選択のインセンティブ 非エコカー選択のインセンティブ

28 

現行からの消費税増税分（万円）

取
得
税
・
消
費
税
負
担
額

エコカー 
（非課税車） 

エコカー 
（75%減税車） 

エコカー 
（50%減税車） 

非エコカー 
（減税対象外） 

減

税

額

消

費

税

取

得

税

エコカー
減税額の
縮小

エコカー
減税額の
縮小

５％

８％
10％ 

現在（消費税５％、取得税５％） 2014年4月（消費税８％、取得税２％） 2015年10月（消費税10％、取得税０％）

消

費

税

消

費

税

エコカー 
（非課税車） 

エコカー 
（75%減税車） 

エコカー 
（50%減税車） 

非エコカー 
（減税対象外） 

エコカー 
（非課税車） 

エコカー 
（75%減税車） 

エコカー 
（50%減税車） 

非エコカー 
（減税対象外） 

税制変更に伴う非エコカー選択のインセンティブ増加 

新車の構成

エコカー   非エコカー エコカー   非エコカー

税負担不変 税負担増   税負担不変 
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○ エコカー減税が適用されている現行の自動車取得税を引き下げ、廃止した場合、より環境性能に

劣る自動車（非エコカー）へのシフトにより ＣＯ2排出量の増加 が見込まれる。 

時点 ＣＯ２増加量

２０１４年（消費税８％、取得税２％）（注１） 年間約４０万トン 

２０１６年（消費税10％、取得税0％）（注２） 年間約１５０万トン 

２０２０年（消費税10％、取得税0％）（注３）

年間約３９０万トン 
＊乗用車の総ＣＯ２排出量（2011年度）の約３％、 

太陽光発電による削減効果（2012年度）に相当 

（注１） 2014年４月に、消費税は８％に引き上げられ、自動車取得税は２％へ引き下げられる（軽自動車については廃止される）場合において、2014年度（１年間）の乗用車の新車販売構成の
変化（注４）によるCO2排出量の増加分を、自動車取得税が現行の５％（軽自動車については３％、以下同じ）のまま存続された場合との比較により試算。 

（注２）2015年10月に消費税がさらに10％に引き上げられ、自動車取得税が廃止される場合において、2016年度までの３年間の乗用車の新車販売構成の変化（注４）による2016年度（１年間）
のCO2排出量の増加分を、自動車取得税が現行の５％のまま存続された場合との比較により試算。 

（注３）2014年度から2020年度までの７年間の乗用車の新車販売構成の変化（注４）による2020年度（１年間）のCO2排出量の増加分を、自動車取得税が現行の５％のまま存続された場合との
比較により試算。 

（注４） エコカー販売比率の低下を、エコカーと非エコカーの車両購入・保有に係る費用の違いを用いて説明した（直近のエコカー販売比率、車両価格、納税額、ガソリン代などにより試算）。 
なお、新車販売台数（年間）は462万台と想定。  

（注５） 乗用車の総CO2排出量（2011年度）は1.19億トン、2012年度末までに運転した太陽光発電設備による年間排出削減効果は約390万トン（環境省試算）。 出典：みずほ情報総研 29 

自動車取得税を引き下げ、廃止した場合の環境影響（試算） 

自動車取得税引き
下げ、廃止により 

ＣＯ2排出量が増加 

＜自動車取得税引き下げ、廃止による新車販売構成の変化＞ 

取得税 
２％ 

（2014年4月） 

取得税 
廃止 

（2015年10月） 

取得税 
５％ 

（現在） 

非課税車
75％ 

減税車 
50％ 

減税車 
減税 

対象外 

非課税車
75％ 

減税車 
50％ 

減税車 
減税 

対象外 

非課税車 75％ 
減税車 

50％ 
減税車 

減税 
対象外 

エコカー減税のインセンティブが弱まることに伴う
より燃費性能の低い自動車へシフト

図表23 環境省 税制全体のグリーン化推
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ＯＥＣＤ対日環境保全成果レビューについて

○ 平成２２年５月に実施されたＯＥＣＤの対日環境保全成果レビュー（※）において取りまとめられ
た「評価及び勧告」においては、環境関連の税の利用を拡大することなど、税制改正においては
環境配慮を中心に据えること等の勧告がなされている。

ＯＥＣＤ対日環境保全成果レビュー  評価と勧告 （２０１０年５月） 

 環境関連の税の利用を拡大することや、環境に悪影響をもたらす又は汚染者負担原
則に矛盾する補助金等の削減を視野に入れ、税制改正においては環境配慮を中心に
据えること。 

 気候変動関連の税と組み合わせた排出量取引を通し、炭素に価格をつけること。

 車両の購入及び所有に係る税を車両の燃費効率に直接リンクさせることに向けて、
並びに燃料税（fuel taxes)及びロードプライシングを通じて車両の利用に関連する対象
となる汚染（targeting pollution)を改善することに向けて、輸送部門関連課税及び課金
（pricing)のレビューを行うこと。 

税
に
関
連
す
る
主
な
勧
告
の
内
容

※ OECDの環境保全成果レビューとは、1991年の経済協力開発機構（OECD）環境大臣会合の合意に基づき開始されたプロジェクト。OECD加盟国が、相互に、

各国の環境保全に関する取組状況等を体系的に審査し、必要な勧告を行うもの。なお、本勧告は被審査国（今回の場合は日本）に法的な義務を課すもの
ではなく、当該国による環境政策の進展を支援することが目的。

 これまでのところ、我が国は、1994年、2002年、2010年の計３回の審査を受けている。 

５．今後の税制全体のグリーン化の推進方策 環境省 税制全体のグリーン化推進
検討会（H24年度第５回）資料 図表24 



乗用車の燃費と新車販売台数内訳 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H23

H22

H21

エコカー減税適用車 エコカー減税非適用車

非課税車 75%軽減車 50%軽減車 

日本自動車工業会「自動車重量税・自動車取得税の免税措置対象台数（販売）」から作成

15.5 
16.0 16.2 

16.9 

18.1 
18.7 

19.9 

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

日本自動車工業会「環境レポート2012」から作成 

（km/ℓ） 

＜エコカー減税導入前＞
年平均約３％向上

＜エコカー減税導入後＞
年平均約６％向上

【ガソリン乗用車の平均燃費の推移】

【新車販売台数に占めるエコカーの割合】 

図表25 
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57.8
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59.0

57.2

55.9
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54.5
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54.4
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54.9

49.9
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47.3

46.8

46.0

42.0

42.5

41.0

30.9

13.7

13.8
税 負 担 額 順

個別間接税（数字は価格に対する税負担率） 

付加価値税（数字は価格に対する税負担率） 

7.4% 

18.7% 

18.7% 

15.2% 

16.7% 

16.6% 

20.0% 

18.7% 

17.3% 

16.7% 

15.9% 

16.4% 
13.8% 

18.7% 
16.6% 

18.7% 

20.0% 

メキシコ 
アメリカ

カナダ 

イスラエル

ニュージーランド 

チェコ

ギリシャ

ハンガリー

ポーランド 

韓国

フランス 

日本

アイルランド

スイス

スロバキア 

ベルギー 

スウェーデン 

イタリア

デンマーク 

ノルウェー 

オランダ

イギリス

日本の位置［３１カ国中] 

高い方から 
① 小 売 価 格 ： １９位
② 税 負 担 額 ： ２６位
③ 税 負 担 率 ： ２７位

26.1%

28.0%

38.1%

31.5%

37.2%

36.9%

33.7%

39.8%

36.2%

32.0%

34.6%

36.1%

38.5%

35.1%

39.3%

35.7%

39.4%

34.5%

35.7%

35.9%

38.5%

42.3%

41.8%

オーストリア

スペイン

37.3%

ポルトガル

フィンランド

ドイツ

20.0% 

16.0% 

16.7% 

17.4% 

16.7% 

13.8% 
13.7% 

ルクセンブルグ

チリ

30.8%

21.3% 

13.1% 
 9.1%

 （税負担率）

（注）１．上記グラフについては、IEA「エネルギー価格と税（2012年第3四半期）」から2012年第2四半期のデータを入手できる国（OECD34か国中31か国）のみを記載。 
   ２．わが国の消費税は、付加価値税に区分している。なお、アメリカの小売売上税は上記のグラフ上区分表示されていない。 
   ３．わが国の個別間接税は、揮発油税、地方揮発油税及び石油石炭税である。なお、ガソリンに係る日本の石油石炭税の本則税率は2.04円/ℓであるが、地球 

温暖化対策のための課税の特例により、2012年10月1日から2.29円/ℓとなっており、本比較では、現在の税率である2.29円/ℓとして計算している。 
（備考）邦貨換算レートは、2012年4月から6月の為替レートの平均値（Bloomberg）。

OECD諸国のガソリン１ℓ当たりの価格と税（2012年第2四半期）

34.0% スロベニア 

28.6%

28.2%

4.8% 

10.9% 
4.8% 

32.7%

エストニア 

 13.0%

(円) 
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2020年度乗用車燃費基準値 
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m
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)

車両重量(kg)

2010年度基準（JC08モード相当値） 2015年度基準 2020年度基準（案）

∑ 
各社のCAFE値 = 

∑ 

車両重量毎の販売台数

車両重量毎の販売台数

車両重量毎の平均燃費値

∑ 
各社のCAFE 基準値 = 

∑ 

車両重量毎の販売台数

車両重量毎の販売台数

車両重量毎の燃費目標値

≧

※国土交通省資料
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自動車税の営自格差の水準の推移について 
（上段：営業用税率、下段：自家用税率） 

（年度）

区分 Ｓ25 Ｓ28 Ｓ29 Ｓ36 Ｓ37 Ｓ40 Ｓ47 Ｓ51 Ｓ54 Ｓ59 Ｈ元

6,000円
12,000円

6,000円
18,000円

7,000円
23,500円

7,000円
25,500円

7,500円
29,500円

小型自動車 1.0ℓ超1.5ℓ以下

3,000円 4,200円 8,000円
7,000円
14,000円

7,000円
21,000円

8,000円
27,500円

8,000円
30,000円

8,500円
34,500円

4,500円 7,200円 16,000円 1.5ℓ超2.0ℓ以下

8,000円
16,000円

8,000円
24,000円

9,000円
31,500円

9,000円
34,500円

9,500円
39,500円

2.0ℓ超3.0ℓ以下 2.0ℓ超2.5ℓ以下

24,000円 25,000円
13,800円
45,000円

71,000円 81,500円 2.5ℓ超3.0ℓ以下

15,700円
51,000円

軸距3.048ｍ以下 3.0ℓ超6.0ℓ以下 3.0ℓ超3.5ℓ以下

15,000円 22,500円 26,000円 26,000円 27,500円
17,900円
58,000円

普通自動車 36,000円 54,000円 70,000円 77,000円 88,500円 3.5ℓ超4.0ℓ以下

10,000円 14,000円
20,500円
66,500円

15,000円 30,000円 軸距3.048ｍ超 4.0ℓ超4.5ℓ以下

30,000円 45,000円 52,000円
23,600円
76,500円

60,000円 90,000円 117,000円 4.5ℓ超6.0ℓ以下

27,200円
88,000円

6.0ℓ超 6.0ℓ超

52,000円 54,500円 40,700円

129,000円 148,500円 111,000円

トラック
（4トン超5トン以下）

10,000円
（格差なし）

14,000円
（格差なし）

14,000円
15,000円

15,000円
（格差なし）

17,500円
20,000円

17,500円
22,000円

18,500円
25,500円

バス（一般乗合）
（30人超40人以下）

10,000円
（格差なし）

14,000円
（格差なし）

14,000円
30,000円

14,000円
39,000円

14,000円
42,500円

14,500円
49,000円

三輪の小型自動車 2,000円
（格差なし）

2,800円
（格差なし）

3,300円
4,300円

3,800円
（格差なし）

4,400円
5,000円

4,400円
5,500円

4,500円
6,000円

注）平成13年度まで、トラックは最大積載量４トン超５トン以下、バスは乗車定員30人超40人以下のみが法定され、それ以外は課長内かんに基づき条例で規定されていた。

乗用車

排気量1.0ℓ以下

図表28 



自動車税の営自格差の水準の推移について 
（自家用税率／営業用税率） 

（年度）

区分 Ｓ25 Ｓ28 Ｓ29 Ｓ36 Ｓ37 Ｓ40 Ｓ47 Ｓ51 Ｓ54 Ｓ59 Ｈ元

排気量1.0ℓ以下

2.0倍 3.0倍 3.4倍 3.6倍 3.9倍
小型自動車 1.0ℓ超1.5ℓ以下

1.5倍 1.7倍 2.0倍 2.0倍 3.0倍 3.4倍 3.8倍 4.1倍
1.5ℓ超2.0ℓ以下

2.0倍 3.0倍 3.5倍 3.8倍 4.2倍

2.0ℓ超3.0ℓ以下 2.0ℓ超2.5ℓ以下

3.0倍 3.3倍 3.3倍
2.5ℓ超3.0ℓ以下

3.2倍
軸距3.048ｍ以下 3.0ℓ超6.0ℓ以下 3.0ℓ超3.5ℓ以下

2.4倍 2.4倍 2.7倍 3.0倍 3.2倍 3.2倍
普通自動車 3.5ℓ超4.0ℓ以下

1.5倍 2.1倍 3.2倍
軸距3.048ｍ超 4.0ℓ超4.5ℓ以下

2.0倍 2.0倍 2.3倍 3.2倍
4.5ℓ超6.0ℓ以下

3.2倍
6.0ℓ超 6.0ℓ超

2.5倍 2.7倍 2.7倍

トラック
（4トン超5トン以下）

格差なし 格差なし 1.1倍 格差なし 1.1倍 1.3倍 1.4倍

バス（一般乗合）
（30人超40人以下）

格差なし 格差なし 2.1倍 2.8倍 3.0倍 3.4倍

三輪の小型自動車 格差なし 格差なし 1.3倍 格差なし 1.1倍 1.3倍 1.3倍

注）平成13年度まで、トラックは最大積載量４トン超５トン以下、バスは乗車定員30人超40人以下のみが法定され、それ以外は課長内かんに基づき条例で規定されていた。

乗用車

図表28 



軽自動車 小型自動車
軽（自家・乗用）と
小型自（自家・乗

用）の比較

税

制

自動車重量税

（１年分）

（営業） ２，６００円

（自家） ３，３００円

（営業・貨物） ２，６００円 （総重量2.5㌧以下、１㌧ごとに） 
（自家・乗用） ４，１００円 （自重0.5㌧ごとに4,100円） 

※１ｔ未満の場合 年８，２００円

（自家・貨物） ３，３００円 （総重量2.5㌧以下、１㌧ごとに） 

2.48倍 

自動車税

軽自動車税

（例） （営業・乗用） ５，５００円

（営業・貨物） ３，０００円

（自家・乗用） ７，２００円

（自家・貨物） ４，０００円

（例） （営業・乗用）      ７，５００円  （1,000ｃｃ以下） 
    （営業・トラック）     ６，５００円  （１㌧以下）

（自家・乗用）     ２９，５００円  （1,000ｃｃ以下） 
（自家・トラック） ８，０００円  （１㌧以下）

4.10倍 

自動車取得税 ３％
（自家） ５％ （当分の間）

（営業） ３％
1.67倍 

消費税

地方消費税

４％

１％

４％

１％

耐用年数
（営業） ３年

（自家） ４年

（営業） ３年 ４年－ダンプ式

（自家） ６年 ５年－その他
1.5倍 

交

通

政

策

等

車庫証明
東京23区、県庁所在市、人口おおよそ10万人以上の市では保管場所の
届出が必要 必 要

高速道路最高速度 １００Km/時 １００Km/時 

積載物高さ制限 ２．５m ３．８m 1.52倍 

高速道路料金 普通車 × ０．８（一部を除く） 普通車 1.25倍 

登録制度等 検査 登録・検査

継続検査手数料 1,400円 1,700円 1.21倍 

リサイクル料金
（注２）

7,060円 8,220円 1.16倍 

自賠責保険

自家用のもの

【平成２５．４．１
改定】

※（ ）は改定前

３６，９２０円

（３０，１７０円）

※本土３６ヶ月適用保険料

３９，１２０円

（３４，６００円）

※本土３６ヶ月適用保険料

1.06倍 
（1.15倍） 

注１   は、軽自動車（自家用・乗用）と小型自動車（自家用・乗用）の比較部分
注２ リサイクル料金は一般的な装備の軽自動車及び小型自動車のうち料金が低額のものを抽出

（自家・貨物）

軽自動車と小型自動車の各種制度上の相違 図表29 



※ 「軽四輪車通称名別新車販売速報（社団法人 全国軽自動車協会連合会）」 、「新車乗用車販売台数ランキング （社団法人 日本自動車販売協会連合会）」を
  参考に新車販売台数上位の自動車を抽出
※ 諸元数値：各メーカーのＨＰによる、燃費（km/ℓ）については、JC０８モードによる。 
※ 最高出力：kwは出力を、rpmはエンジンの１分間の回転数を表す。 
※ 車種仕様：基本仕様車で最安値の車種を抽出
※ メーカー希望小売価格：平成２５年6月6日時点の各メーカーＨＰにおける公表価格（税込） 
※ 駆動方式：２ＷＤの数値による。

軽自動車 区分
小型自動車

排気量 ～1,000cc 排気量1,001～1,500cc 

7,200 税額（円）
【乗用・自家用】

29,500 34,500 

車種A 車種B 車種C 車種D 車種E 車種名 車種F 車種G 車種H 車種I 車種J 

658 658 658 658 658 総排気量（cc） 996 996 996 1,339 1,198 

43/7,300 38/6,000 43/7,200 38/6,800 38/6,800 最高出力
（kw/rpm) 

51/6,000 51/6,000 51/6,000 73/6,000 58/6,000 

3,395 3,395 3,395 3,395 3,395 全長（mm） 3,885 3,640 3,710 3,900 4,100 

1,475 1,475 1,475 1,475 1,475 全幅（mm） 1,695 1,665 1,665 1,695 1,695 

1,780 1,640 1,530 1,750 1,620 全高（mm） 1,500 1,535 1,490 1,525 1,525 

24.2 25.6 24.2 25.0 29.0 燃費（km/ℓ） 20.8 21.2 23.2 21.0 22.6 

950 750 750 920 810 車両重量（kg） 970 910 860 1,020 1,030 

4 4 4 4 4 乗車定員（人） 5 5 5 5 5 

1,260,000 1,099,350 860,000 1,220,000 1,070,000 メーカー希望
小売価格（円）

1,070,000 1,020,000 998,000 1,230,000 1,249,500 

軽自動車と小型自動車の比較 図表30 
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税率
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66,500

76,500

58,000

51,000

45,000

39,500

88,000

111,000 
軽
自
動
車
税

自 動 車 税

乗用車（自家用） 

乗用の自動車及び軽自動車の総排気量段階別標準税率 

軽四輪
（乗用･自家用) 

7,200

図表31 



区   分 排出ガス基準
低排出ガス車

認定制度
燃費基準

燃費性能に
関する公表制度

普通自動車と
小型自動車
（三輪以上）

○ ○ ○ ○

軽自動車
（三輪以上）

○ ○ ○ ○

小型自動車
（二輪）

○ × × ×

軽自動車
（二輪）

○ × × ×

原動機付自転車 ○ × × ×

小型特殊自動車
※公道を走行するものに限る

○ × × ×

自動車等における排出ガス基準及び燃費基準等について 

※基準がある場合は「○」、ない場合は「×」としている。

図表32 


	＜資料０＞第10回次第（案）
	＜資料１＞第８回議事概要
	＜資料２＞第９回議事概要
	＜資料３＞報告書（案）
	はじめに
	（１）自動車関係税制のあり方に関する検討会設置の趣旨、審議の経過等
	（２）本検討会における検討事項
	（３）本検討会の報告について

	１　本検討会の検討に当たっての前提
	（１）検討の前提となるべき事項
	（２）税制抜本改革法第7条第1号カ、社会保障・税一体改革に関する三党実務者間の合意である税関係協議結果（平成24年6月15日）、平成25年度与党税制改正大綱及び民間投資活性化等のための税制改正大綱（平成25年10月1日）
	（３）地方財政審議会のこれまでのあるべき地方税制、社会保障と税の一体改革、車体課税についての考え方
	①地方税制の今後の望ましい在り方
	②地方税のグリーン化
	③社会保障と税の一体改革と個別間接税の整理
	④車体課税のあり方

	（４）車体課税の課税根拠、経緯等
	①自動車取得税
	②自動車税
	③軽自動車税
	④自動車重量税


	２　今後における自動車関係諸税の基本的な方向性
	（１）車体課税のあり方について
	（２）車体課税の負担水準について
	（３）車体課税のグリーン化機能について
	（４）燃料課税のあり方について

	３　環境性能等に応じた課税についての提案
	（１）考え方
	（２）課税のタイミング
	（３）課税の方法
	（４）検討案の評価
	（５）その他
	①定期的な基準の見直し
	②省エネ法に基づく燃費基準との関係
	③排出ガス（ＮＯｘ・ＰＭ）規制
	④その他

	（１）基本的な考え方
	（２）自動車税における見直し
	①営自格差
	②法人等の所有する自動車に対する課税
	③グリーン化特例のあり方

	（３）軽自動車税の見直し
	①軽自動車税の見直し
	②原付等の課税の見直し

	（４）自動車重量税・譲与税制度のあり方

	５　円滑な制度移行のための経過措置等について
	（１）円滑な制度移行について
	（２）消費税８％段階の措置について
	（３）エコカー減税の期限の到来時の対策について
	（４）環境性能等に応じた課税等の実施時期について
	（５）その他

	おわりに
	参考資料
	「自動車関係税制のあり方に関する検討会」開催要綱
	自動車関係税制のあり方に関する検討会委員
	自動車関係税制のあり方に関する検討会開催日程等

	＜資料３＞報告書参考図表
	スライド番号 1
	スライド番号 3
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	自動車重量税(国税)の概要
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	2020年度乗用車燃費基準値
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 39
	○【
	グラフ (通常版）

	
	Sheet1

	
	税収未修正

	
	自動車税概要

	②税率の推移
	Sheet1 (年度版) 

	⑥軽自動車の保有台数の推移と規格等の変遷
	保有台数比較 （課税状況調） 

	⑧軽自動車税及び自動車税の総排気量段階別標準税率
	【最終版】乗用・自家用のみ  (破線入り)

	OECD.pdf
	02-03  OECD環境統計-環境関連歳出と税制（抄）
	名称未設定


	【差し替え】軽自動車税の沿革（制限税率設定含む）
	スライド番号 1





